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午前１０時００分 開議   

○議長（舩見亮悦君） 出席議員は定足数に

達しておりますので、２日目の本会議を開き

ます。 

 本日の議事は、お手元に配付しております

議事日程第２号をもって進めます。 

───────────────── 

  ◎日程第１ 市政に対する一般質問 

○議長（舩見亮悦君） 日程第１ 市政に対

する一般質問を行います。 

 お手元に配付しております一般質問一覧表

のとおり進めます。 

 ８番太田博之議員の登壇を願います。 

○８番（太田博之君） おはようございま

す。８番みさわ未来の太田博之でございま

す。 

 それでは、通告に従いまして一般質問をさ

せていただきます。 

 はじめに、基地問題、新鋭ステルス戦闘機

Ｆ－３５Ａの配備について伺います。 

 Ｆ－４戦闘機の後継機として、Ｆ－３５Ａ

が選定され、国では、平成２４年度以降４２

機を取得すると報道されました。 

 そうした中、防衛省からは、Ｆ－３５Ａの

取得計画及び配備計画、これに伴う教育訓練

用施設整備計画について、去る１月２５日及

び１月３１日に、市及び議会に説明があった

ところでございます。 

 また、Ｆ－３５Ａの三沢基地配備について

は、その後、市が各種団体に説明を行ったと

ころ、配備に異論はないとの方向性が大半で

あったと聞き及んでおります。 

 さて、国防は国の専権事項であることは言

うまでもありません。そのような中、三沢市

は、国防の重要性を認識し、基地との共存共

栄を望み、基地とともに発展してきた歴史の

中で、市民は、基地の所在、運用に伴って発

生する、いわゆる航空機騒音や、あるいは事

故等の不安に耐えながら、基地の安定運用に

協力してまいりました。 

 これまでもＪＴＡＧＳをはじめ、米軍再編

にかかわる訓練移転を受け入れるなど、国か

らの要請に基づき、市民に与える障害の状況

や、あるいは国の民生安定事業にかかわる対

策を市民、議会もそれぞれの立場で議論し、

慎重に判断してきたところでございます。 

 そうしたこれまでの経緯の中にあっても、

これ以上の基地強化は認めないとの方向性

は、市民、市長、そして議会の統一した意思

でもあります。 

 そこで、お伺いします。私は、これまでの

経緯を見ても、今回のような機種の変更につ

いては、基地機能の強化には当たらないと思

うのでありますが、市長はＦ－３５Ａの三沢

基地配備について、どのようなお考えである

か伺います。 

 次に、教育問題、通学路の安全対策につい

て伺います。 

 国は、相次いで登下校中の児童・生徒等が

巻き込まれる交通事故の発生を受けて、昨年

の５月より、文部科学省と国土交通省、それ

に警察庁が全国の公立小学校などの通学路を

緊急点検いたしました。結果、全国で安全対

策が必要な箇所は７万４,４８３カ所に上り、

報道によりますと、ことしの３月末で、その

うちの約３割に当たる２万２,６６２件の対策

がとられているとのことであります。 

 一方、当市においても、小学校及びＰＴ

Ａ、教育委員会、道路管理者、警察など、関

係機関が一堂に会し、学校関係者が抽出した

通学路の危険箇所について点検を行い、３２

カ所のうち、安全対策が必要とされた３１カ

所について安全対策を取りまとめ、順次対策

を進めているところですが、市民からは、も

う少しスピード感ある対応をしてほしいとの

声も聞いております。 

 そうした中、会派みさわ未来が４月２０日

に行った議会報告会並びに市民の声を聞く会

において、参加した市民から、生徒たちは本

当に指定された通学路を使用しているのだろ

うか、通学路ではないと思われる道を歩いて

いる姿をよく見かけるとの情報をいただきま

した。 

 通学路の問題については、学校や道路関係
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者のみならず、地域の方々をはじめ、家庭に

おける安全教育などさまざまな視点があり、

問題が複雑化してきています。まさに三沢市

の将来を担う我がまちの宝物である子供たち

の命を守る通学路の安全対策の解決には、行

政と市民の協働なくして、この問題を解決す

ることはできません。 

 そこで、通学路の安全対策の３点について

伺うものであります。 

 まずは１点目、各小学校において子供たち

の通学路における実態調査、これは本当に学

校が把握している通学路が使用されているの

か、そういった調査が行われているのか伺い

ます。 

 ２点目、市内におけるスクールゾーンの設

置状況について伺います。 

 そして３点目は、ことしの１月に交通死亡

事故の発生した県道八戸野辺地線、これは大

町交差点にあるマックスバリュからフルサワ

楽器店さん、そして朝日印刷さんの前を通る

あの坂道でございますが、そこの安全対策に

ついての現状を伺います。 

 この道路は、上久保小学校の通学路です

が、歩道の設置されていない危険な道路であ

るとの認識から、今回は教育問題として取り

上げさせていただきましたので、御理解をい

ただきたいと思います。 

 さて次に、選挙問題、若者の政治・選挙離

れ、いわゆる低投票率の問題について伺いま

す。 

 私は、これまで選挙にかかわる問題につい

て、この一般質問においても数多く取り上げ

てまいりました。 

 特に、投票率の向上については、市民の政

治や行政への関心の低さが根底にあることか

ら、協働のまちづくりを基本理念に掲げる三

沢市にとって重要な問題であり、このこと

は、今後の分権・自治、自立のまちづくりに

は、市民の政治参加が必要不可欠であると考

えていることにほかなりません。 

 とりわけ２０歳代の若者の投票率は減少の

一途をたどり、ここで何らかの対応をとらな

ければ手おくれになるのではないかという危

機感から取り組んでまいりました。 

 そうした中、私もこれまで一緒に活動し、

支援してきた学生団体「選挙へＧｏ!!」が、

ことしの４月に行われた青森市長選挙に際し

て、若者の政治参加と選挙の投票率向上を目

指して、市内の高校生を対象に、未成年模擬

投票を実施いたしました。 

 この試みは、報道各紙で取り上げられ、今

後は、このような取り組みを実践する地域

と、しない地域では、投票率、そして地域の

発展に大きな違いが出てくるだろうと論評さ

れています。 

 さて、学生団体「選挙へＧｏ!!」という団

体は、２０１１年６月に青森中央学院大学な

ど９大学の学生３０人で結成され、これまで

も若者の政治参加と選挙の投票率向上を目指

して、成人式で模擬投票を行ったり、弘前市

長や県議、市議らと学生との居酒屋トークの

開催をはじめ、フェイスブックやツイッター

を活用した政策提言の取り組み、さらには政

治家動画サイト「政治家tube」を開設するな

ど、若者らしい発想で斬新な事業を積極的に

行ってきた団体であります。 

 また、このたびは、７月に行われる参議院

選挙に際して、弘前市選挙管理委員会の協力

のもと、県内でははじめての試みとなる、中

学生を対象とした模擬投票の提案、実施が決

まったところでございます。 

 この提案は、７月４日公示、同２１日に開

票が予定されている参議院選挙に合わせ、弘

前市内の中学校で事前の選挙講座を開催、選

挙期間中に実際の投票を参考に、政党名記入

をする比例代表選挙の方式で模擬投票を行い

ます。その際に、各党が参議院選で主張して

いるマニフェストや政権公約を参考に各自で

判断し、参議院選開票後である２１日以降

に、模擬投票の結果を生徒の手みずからで開

票するという計画となっております。 

 報道によりますと、弘前市選挙管理委員会

の松山委員長は、若者の投票率アップの土壌

となることを期待している、実施に向け、
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「選挙へＧｏ!!」と協力して進めていきたい

と、歓迎しているとのことであります。 

 そして、「選挙へＧｏ!!」の福田代表は、

若者は政治家が何をしているのかわからず、

投票しても意味がないと考えているのが低投

票率の一因で、早いうちから政治の意識づけ

をし、模擬投票が家庭内で政治について会話

するきっかけになればと期待を寄せていると

話しています。 

 さて、選挙の投票率の向上は、一朝一夕に

成果が出るものではなく、地道な常時啓発の

積み重ねが重要であると考えます。 

 三沢市の中学校においては、既に生徒会長

の投票に際し、選挙管理委員会から、実際の

選挙で使用する記載台や投票箱を使用し、選

挙啓発に努めているところではありますが、

このような参議院選挙に乗じた模擬投票は、

子供たちの政治に対する関心を大きく開く効

果があるのではないでしょうか。 

 三沢市においても、学生団体「選挙へＧ

ｏ!!」の協力のもと、開催すべきと考えます

が、三沢市選挙管理委員会並びに三沢市教育

委員会が、この参議院選挙の模擬投票につい

てどのようなお考えであるか伺うものであり

ます。 

 以上で、私の一般質問を終わります。 

○議長（舩見亮悦君） ただいまの８番太田

博之議員の質問に対する当局の答弁を求めま

す。 

 市長。 

○市長（種市一正君） おはようございま

す。 

 ただいま太田議員御質問の基地問題につい

ては私から、教育問題につきましては教育部

長から、選挙問題につきましては教育長及び

選挙管理委員会委員長からお答えをさせます

ので、御了承願いたいと思います。 

 新鋭ステルス戦闘機Ｆ－３５Ａにつきまし

ては、既に御承知のとおり、去る１月２９

日、防衛省より、平成２９年度以降、航空自

衛隊三沢基地から逐次配備する計画である旨

の連絡を受けているところであります。 

 Ｆ－３５Ａは、現存するＦ－４の後継機と

なりますが、三沢基地への配備はＦ－２の更

新機であると伺っております。 

 このような機種の変更は、基地機能の維持

でありまして、科学技術の進歩あるいは世界

情勢の変化に伴う自然な流れであると受けと

めておるものであります。 

 また、Ｆ－３５Ａへ更新されることに対す

る市民の意見も、議員おっしゃるように、お

おむね異存はないとの感触を得ております。 

 しかしながら、現在配備されているＦ－２

に比べて騒音が増すのではないかとの懸念が

あることから、国に対しては、引き続き基地

周辺住民の負担軽減対策に全力を期するよう

申し入れているところであり、その上で、Ｆ

－３５Ａの三沢基地配備についてはやむを得

ないものであると考えております。 

 私からは、以上であります。 

○議長（舩見亮悦君） 教育長。 

○教育長（吉田 健君） 選挙問題について

お答えします。 

 小学校学習指導要領では、第６学年社会科

の内容に、国の政治の働きを具体的に理解で

きるようにするため、国会議員の選挙、国会

の働きについて取り上げ、国会などの議会政

治の働きや選挙の意味を理解できるようにす

ることとなっております。 

 また、中学校では、第３学年社会科の公民

的分野で、選挙が議会制民主主義を支えるも

のであることや、選挙を通して主体的に政治

に参加することの意義を考えさせることとあ

ります。 

 これを受けて、小学校の授業においては、

第６学年で、国会の働きの学習の中で、選挙

の仕組みや役割について学び、選挙の大切さ

について学習しています。 

 また、中学校では、選挙の仕組みと課題の

学習の中で、作業的・体験的な活動を取り入

れて、選挙シミュレーションなどの活動を通

して選挙のあり方や選挙に参加する重要性に

ついて学習しています。 

 さらに、特別活動において、生徒会役員選
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挙で校内の選挙管理委員会を組織し、告示か

ら立会演説会、選挙結果の発表など、生徒の

手による選挙を実施しております。その際、

市の選挙管理委員会から投票箱や投票記載台

を借りて選挙を実施している学校もありま

す。 

 御指摘のありました７月２１日実施予定の

参議院議員選挙の模擬投票についてですが、

新聞の報道によりますと、学生団体が提案し

た模擬投票を弘前市選挙管理委員会が要請を

受けて協力し、実施することに合意したと

なっております。 

 現在、当市の各中学校においては、年間指

導計画に従って行事や授業が実施されており

ます。今回の参議院議員選挙が予定どおり実

施されるとなれば、早急に各中学校長へ趣旨

等を伝え、模擬投票については、各中学校に

判断してもらいたいと考えております。 

 なお、今後とも児童・生徒一人一人に三沢

市の将来を主体的に考えさせるために、政治

や行政、選挙などの学習についても、授業等

を通じて指導の充実を図るようにしてまいり

たいと思います。 

 以上でございます。 

○議長（舩見亮悦君） 選挙管理委員会委員

長。 

○選挙管理委員会委員長（河村幸利君） 選

挙問題であります若者の政治・選挙離れの問

題についての御質問にお答えいたします。 

 このたびの参議院議員通常選挙に際し、弘

前市で学生団体の協力を得て、実際の政党名

を記入し投票する比例代表選挙の模擬投票を

中学校で実施するとの報道を拝見いたしまし

たところであります。 

 当市においても弘前市と同様、実際の参議

院議員通常選挙に係る中学校での模擬投票に

取り組む考えがあるのかどうかということに

つきましては、選挙公示後から投票期日まで

の選挙運動期間中は期日前投票期間でもあ

り、この期間において、学校現場での模擬投

票を当委員会として主体的に企画・実施する

ことは、実施困難であるとお答えをせざるを

得ないところであります。 

 期日前投票期間においては、当委員会事務

局は期日前投票及び不在者投票の代理投票補

助並びに不在者投票の立ち会いに常時対応が

求められるほか、期日前投票及び不在者投票

の適正な管理執行に専念せざるを得ず、この

期間における学校への訪問指導は、当局とし

て人員的にも対応が極めて困難なところであ

ります。 

 以上のことから、学校教育現場における実

際の選挙にあわせた模擬投票実施の際の当委

員会としての可能な支援体制としては、従来

の生徒会選挙の協力体制と同様、投票箱や投

票記載台の資材貸し出しに加え、新たな実際

の選挙公報の提供可能部数の提供など、人員

派遣指導を伴わない支援とならざるを得ませ

んが、学校現場からの自主的な取り組みに

は、要請に応じる形で、現時点においても、

これらの支援については可能と考えておりま

す。 

 総務省が一昨年末まとめた常時啓発事業の

あり方等研究会最終報告にもあるとおり、若

年層の政治意識の向上や、将来の有権者であ

る子供たちの意識醸成に向けた方策がこれか

らの選挙啓発に求められることは、当委員会

としても認識しているところであります。 

 このことから、今後、実施団体から要請が

あった際には、まずは当委員会は検討の上、

教育委員会と協議をしてまいりたいと考えて

おります。 

 以上であります。 

○議長（舩見亮悦君） 教育部長。 

○教育部長（山本文彦君） 教育問題の第１

点目、子供たちの通学路における実態調査の

現状についてお答えいたします。 

 通学路の安全確認につきましては、学校保

健安全法第２７条により、学校では計画的に

通学路の安全確認を行っております。 

 まず、年度はじめに、学校においては、保

護者から通学経路を提出してもらい、その通

学経路や危険箇所、通行量の多い箇所の点検

確認を行い、登下校指導の一環として、校門
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前に立つだけではなく、学区内の通学状況確

認のため、巡回指導をしております。 

 しかしながら、児童・生徒の中には、通学

路ではない近道を通り、付近住民からの注意

の連絡をいただく場合もあります。その際に

は、随時、生徒指導担当者が対応し、職員朝

会や校内生徒指導会議などで、場合によって

は通学路変更等も含めて協議し、周知すると

ともに、児童・生徒に注意喚起を促している

ところであります。 

 このように、御質問の実態調査を含む登下

校指導を各学校では行っております。今後に

おきましても、注意喚起等、事故を招かぬ体

制づくりを指導してまいりたいと考えており

ます。 

 次に、第２点目、スクールゾーンの設置状

況についてお答えいたします。 

 現在、三沢市では、スクールゾーンの設置

はございません。スクールゾーンの設置につ

いては、さきの全国的な通学路における緊急

合同点検の会議の際にも検討した経緯がござ

います。 

 三沢警察署交通課からの見解では、小学校

区域の住民の理解と協力を取りつけた上で、

三沢市及び教育委員会から青森県公安委員会

に対し、要望書を提出する形となりますが、

県公安委員会では、道路標識や横断歩道施設

等の整備を並行して実施することになり、同

時に、時間帯規制をする際に周辺で発生し得

る事故率の増加等を総合的に勘案して決定す

るとのことでございます。歩道が設置されて

いる箇所についての該当は難しいとのことで

ございました。 

 このことを実現するためには、警察署、道

路管理者である県、市及び市連合ＰＴＡ、校

長会、各学校周辺の町内会など多くの関係機

関がかかわり、協議する必要がございます。

今後、児童・生徒の安全のために、関連の会

議に諮り、働きかけてまいりたいと考えてお

ります。 

 次に、第３点目、県道八戸野辺地線におけ

る安全対策の現状についてお答えいたしま

す。 

 この路線は、三沢駅方面から市街地へ向か

う幹線道路のため、交通量が多く、通勤及び

通学の歩行者も多数利用しております。しか

し、歩道がないことから、道路管理者である

県に対して、歩道設置の要望をしておりま

す。今後とも、早期に事業着手ができるよ

う、引き続き県に強く要望してまいります。 

 また、朝日印刷前を通過する坂道は、道幅

が狭く危険であるという判断から、通学路に

は指定しておりません。さらに上って、ビー

ドルドームへ分岐する三差路からビードル

ドーム側は、県道三沢十和田線であり、こち

らも通学路の指定はありません。 

 しかし、その三差路からマックスバリュ方

向は通学路として指定しております。この道

路は、道幅が狭いにもかかわらず通行量が多

く、注意しなければならない道路であります

が、東側にはある程度の幅の路肩スペースが

あり、児童・生徒の居住人口も多いことか

ら、保護者からの御理解と御協力をいただ

き、やむを得ず指定しているものでございま

す。 

 したがいまして、でき得る安全対策につい

て、関係機関と調整し合い、三差路付近につ

いては、注意喚起のためののぼり旗の設置な

どについて、今後、検討してまいりたいと考

えてございます。 

 今後も文部科学省、国道交通省、警察庁が

連携し、通学路の交通安全確保に向けた取り

組みを推進することとなっており、当市にお

いても道路管理者や保護者及び地域住民など

の関係者とともに、登下校中の児童・生徒の

安全確保の推進に努めてまいりたいと考えて

おります。 

 以上でございます。 

○議長（舩見亮悦君） ８番太田議員。 

○８番（太田博之君） それでは、２点ほど

再質問をさせていただきます。 

 まず、私も交通安全活動に身を置くものと

して、学校関係者、そしてまたＰＴＡ、それ

ぞれの関係団体の皆さんに、この通学路の問
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題を含めて交通安全全般にかかわる活動に協

力いただいている市民の方々に、この場をか

りてお礼と敬意を表したいと思います。 

 そして、今、答弁いただきました内容を聞

いても、いわゆるいろいろな複雑な問題がこ

の通学路の問題にあるというのは、本当に根

底から今回も勉強して感じさせていただきま

した。 

 その中で、今回の一番の質問趣旨は、いわ

ゆる先ほど言ったマックスバリュから三差路

までの道です。歩道のない幹線道路、県道。

ここは、先ほど来言っている危険な道路とい

うことで把握はしているのだけれども、住民

要望、また、沿線の子供たちの数からいっ

て、やむを得ず通学路指定していると。 

 まさしくそこで、時間帯は別にしても、死

亡事故が発生した。これまでも市は一生懸命

県に対して要望しているのも私も知っており

ます。しかし、どうしても歩道整備という要

望になると、財政の面も考えても、なかなか

これは現実的に難しいのかなと、そう思って

います。 

 それで、いわゆる先ほど言ったスクール

ゾーンの話も出ました。さまざまな交通規制

の取り組みもしている。ただ、実質、前に進

んでいない。その中で死亡事故が発生し、市

民のとうとい命が失われた。 

 これから、まさに県要望が始まるわけで

す。重点要望には入っていません。しかし、

緊急要望という形で、こういった時期を捉え

て、強く県のほうに要望するのは、まさに、

いつやるんですか、今でしょうという感じな

のですね。 

 この際に、先ほど言ったように、歩道整備

という、そういった要望も当然大上段に構え

ながら、その東側の路側帯、ここに例えばカ

ラー塗装をしてもらう、あるいは、御存じの

とおり、スクールゾーンだけではなくて、

ゾーン３０とか、いわゆる規制をかける、い

わゆるスクールゾーンよりも少しハードルの

低い、そういった規制もかけられます。いわ

ゆるこの時間帯に３０キロ規制とか、そう

いったソフトのさまざまな施策も私はどんど

ん取り入れるべきだと思うのです。 

 ですから、私は、この機会に、県の要望に

ついて、死亡事故が起きたこの道路は子供た

ちが通っている道路なのです。歩道はまだま

だ先で結構です。しかしながら、その道路に

塗装を塗って、ここは子供が歩くのですよ、

できればこの時間帯だけは３０キロ規制をお

願いする、そういったことは、そんなに経費

もかけずに私はできるような気がします。 

 質問の１点目は、今回行われる県要望に、

ぜひこの項目を取り入れていただいて、こと

しじゅうには何とか県に、カラー舗装なり看

板をつけるなり、さまざまな規制を喚起して

もらうようにお願いをする、このことが重要

だと思いますので、その考えがあるか、まず

お伺いをいたします。 

 ２点目、今、カラー舗装の話をしました

が、実は安全点検の中で、教育委員会はこと

しの３月に木崎野学区の、いわゆる狭い道

路、よしだ歯科さんの前の通り、ここには白

線を引き直して、子供たちが歩くところにブ

ルーのラインを引いて、市もやっているので

す。私も現場見てきました。あれだけでも、

やっぱり運転する側からすると、かなりのイ

ンパクトがあります。そして看板もついてい

ます。 

 そういった道路、まだまだ私はいっぱいあ

るような気がするのです。 

 今回の３１カ所の抽出以外にも、そういっ

た、ちょっと白線を太くする、ちょっとでも

子供が歩くところを、ピンクでもグリーンで

も、いろいろ地域、いろいろな市に行って

も、そういうところはありますよね。そう

いったものも、多少経費がかかっても、何も

しないよりは、私は一歩前に進んだ子供たち

の安全対策になると考えています。 

 ２点目の質問は、先ほど言ったように、木

崎野小学校学区で実施してきた、いわゆる路

側帯のカラーの塗装、これをぜひとももう一

度安全点検のテーブルに上げていただいて、

地域住民の方々の御理解を得ながら前に進め
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ていただきたいと思います。そのお考えがあ

るか、この２点をお伺いしたいと思います。 

○議長（舩見亮悦君） 答弁願います。 

 教育部長。 

○教育部長（山本文彦君） １点目の県道に

ついての、あの三差路から大町方向に上って

きた道路についての路側帯へのカラー塗装で

ありますとか、それから、ゾーン３０、地域

指定をして、３０キロ以内に速度を制限させ

るという地域を設けるというふうな考えはあ

るかというふうな御質問でございましたけれ

ども、道路管理者である県に対して、すぐで

き得るところについては、例えばカラー舗装

であるとか、あと、我々ができる看板の設

置、のぼりの設置については、速やかに実施

するよう県と協議してまいりたいと思いま

す。 

 それから、ゾーン３０については、やはり

交通規制というふうなことになってまいりま

すので、その規制された部分に、今度、そこ

の地域を通らないで他地域へ回る車が増加し

てまいります。そうなった場合に、そちらの

ほうの交通事故の発生件数が増加する懸念も

あります。ですから、全体的な交通量の流れ

の中で、どのように措置をしたらいいかとい

うふうなことで、県の公安委員会とも改めて

テーブルにのせてみたいと思います。 

 それから、先ほど御質問のあった２点目で

ございますが、よしだ歯科医院前の路側帯の

整備、白線のほかにブルーのラインを整備い

たしました。そういうような形で、狭いので

すが、歩道で子供たちが歩く部分をはっきり

明示するという形の整備については、今後も

進めてまいりたいというふうに考えてござい

ます。 

 また、ブルーではないのですが、この間の

交通安全緊急対策の件で整備したものについ

て、消えかかっている白線等については、既

に塗装し直すなど整備を進めているところで

ございます。 

 以上でございます。 

○議長（舩見亮悦君） 以上で、８番太田博

之議員の質問を終わります。 

 それでは、一般質問を次に移ります。 

 ５番瀬崎雅弘議員の登壇を願います。 

○５番（瀬崎雅弘君） おはようございま

す。みさわ未来の瀬崎雅弘が、通告に従いま

して一般質問させていただきます。 

 最初は、三沢市中心市街地活性化基本計画

について伺います。 

 三沢市においては、平成１０年に中心市街

地活性化法成立施行を受け、平成１１年３月

に中心街活性化基本計画を策定し、それに基

づく事業として、アメリカ村の形成を核とし

た中心市街地活性化を図るべく、都市再生土

地区画整理事業を中心とした事業の進捗を図

られ、平成１６年には区画整理事業工事着手

に至り、平成２２年度事業完了に向け、急

ピッチで事業の推進がされました。 

 そのような中、平成１８年の中心市街地活

性化法改定により、これまでの取り組みや課

題の整理等を踏まえ、新たな基本計画の策定

に着手し、平成１９年１１月３０日に内閣総

理大臣認定を経て、平成２４年度を目標年次

とする新たな基本計画に基づく中心市街地活

性化が推進されました。 

 本認定基本計画の基本コンセプトは、「国

際色を愉しめる 魅力・活力・安心のある

街」とし、三つの基本方針として、「魅力・

活力を創出する三沢市の「顔」にふさわしい

中心市街地の形成」、「アメリカンテイスト

なライフスタイルを楽しめる中心市街地の形

成」、「安心して住み続け、暮らせる中心市

街地の形成」を掲げ、この基本方針を受け、

中心市街地活性化の目標達成度をはかる数値

指数設定として、中心市街地１２地点の休日

歩行者通行量については、平成１７年度現況

値４,２３４名を平成２４年度目標値として

７,０１６名に、中心市街地の小売業年間商品

販売額については、平成１６年度現況値１４

６億２,３００万円を平成２４年度目標値１５

１億６,１００万円に、そして、中心市街地の

居住人口については、平成１８年度現況値７,

５３８名を平成２４年度目標値７,７３２名と
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設定しました。 

 この基本計画の目標値を達成するため、中

央地区都市計画区画整理事業費として約６４

億６,０００万円、 大町ゲート前東線歩道整

備事業費として、 建物移転費を含め約８億

５,５００万円、 アメリカ広場整備事業費と

して約２億４３０万円、ゲート前歩道整備事

業費として約６,０００万円、 そして、ＭＧ

プラザ建設事業費として約６億１,５００万

円、 合計で約８２億３,３００万円の事業費

をかけ整備しました。そのうち三沢市が支出

した現金は約１６億１,７００万円、 市債約

２９億１,９００万円で、合計約４５億３,６

００万円。その後、平成２３年度には、ＭＧ

Ｉの経営立て直しのため、 市は６,５００万

円を出資して第三セクター化し、 さらに３,

０００万円を貸し付けし、現在に至っており

ます。 

 本計画は、本年３月の終了予定でありまし

たが、市のホームページに、「本計画は、事

業実施主体の決定や拠点施設の外観の変更等

を受け、基本計画の一部を変更するため、内

閣総理大臣あてに基本計画変更の認定申請を

行い、平成２５年３月２９日付で内閣総理大

臣より変更が認定されました」と記載されて

いました。 

 私は、本計画が変更されたのは全く知りま

せんでした。 

 主な変更点は、計画期間が平成２５年３月

から平成２５年１０月に変更され、事業実施

の効果があらわれると見込みまれる目標年次

が平成２４年度から平成２５年度の１０月に

変更された点であります。 

 これらの点を踏まえ、次の点について伺い

ます。 

 １点目は、本計画の変更について、事業実

施主体の決定や拠点施設の外観の変更等を受

け、基本計画の一部が変更されたとあります

が、計画変更に至った経緯と、その具体的内

容について伺います。 

 ２点目は、平成２４年度末における中心市

街地活性化基本計画に定めた、それぞれの目

標指数の達成状況及び今後の見通しについて

伺います。 

 ３点目は、変更した計画を含め、今後の中

心市街地活性化に向けた方針及び施策等につ

いて伺います。 

 次に、三沢市災害時要援護者避難支援計画

について伺います。 

 我が国は、地理的・地勢的条件から、地

震、火山噴火、風水害が起きやすく、脆弱な

国土を持っています。 

 近年の災害においては、特に６５歳以上の

高齢者の災害時要援護者の深刻な被災が多

く、大きな社会問題としてクローズアップさ

れています。 

 ２００４年に発生したスマトラ島沖インド

洋津波においては、子供や外国人が多く被災

しました。 

 また、東日本大震災においては、岩手県、

宮城県、そして福島県の３県における障害者

の死亡率は全体の２倍となっており、高齢者

以外の災害時要援護者を含めた対策が急務と

されています。 

 こうした近年の各地の大災害に共通して、

犠牲者の多くが高齢者など、災害時に自力で

避難することが困難な者、あるいは避難に時

間を要する者の被災が目立っていることか

ら、あらかじめ気象予報・警報、洪水予報や

土砂災害警戒情報などの災害情報の伝達体制

を整え、災害時要援護者が円滑かつ迅速に避

難するための支援体制を整えておくことが重

要であります。このため、市の各地域におい

ても、災害時要援護者を特定し、その一人一

人について、災害時に誰が支援して、どこの

避難所等に避難させるかを定めておく必要が

あります。 

 災害時要援護者とは、災害発生時、必要な

情報を迅速かつ的確に把握し、災害からみず

からを守るために安全な場所に避難するな

ど、災害時の一連の行動をとるのに支援を要

する方をいいます。 

 具体的には、傷病者、身体障害者、知的障

害者をはじめ、日常的には健常者であっても
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理解能力や判断力を持たない乳幼児、体力的

な衰えがある高齢者など社会的弱者や、我が

国の地理や災害に対する知識が低く、日本語

の理解も十分にできない外国人などが挙げら

れます。 

 三沢市要援護者避難支援計画の目的は、三

沢市地域防災計画及び国民保護計画に基づく

災害時要援護者支援のため、情報把握、避難

支援、避難生活における支援等にかかわる事

項等を定め、要援護者が災害時に確実に避難

できる体制づくりと、避難生活における必要

な支援を的確に行うことを目的としていま

す。このため、市の職員の方々は、三沢市要

援護者避難支援計画に基づき、それぞれの体

制整備に日々努力されていると思います。 

 先般、福祉避難所の確保に関する調印式が

行われ、２８施設、合わせて最大２７３人の

要援護者を受け入れる態勢が整いました。こ

れは体制づくりの一歩だと思います。非常に

いいことです。 

 しかしながら、本年の３月末における三沢

市内で援護が必要な高齢者の方が２７９名、

障害者の方が３４６名いると聞いています

が、このうち登録された方は１００名余り

で、登録者数がまだまだ少ないと思います。

なぜ登録が進まないのかが問題であります。 

 問題点として、近所づき合いがなく地域支

援者となる方がいないとか、障害のあること

を知られたくないとか、必要ないと拒否する

方が多く危機意識が乏しい等多々問題があり

ます。 

 災害時において、みずからの命は自分で守

ることが基本でありますが、高齢者や身体障

害者等の方々は、自助だけでは、より大きな

被害を受ける可能性があり、このような方々

は、隣近所等の地域の力による、みんなの地

域はみんなが守るという共助の力と、行政に

よる公助の連携により、迅速かつ確実な避難

支援を行う必要があると思います。 

 そこで、次の点について伺います。 

 １点目は、現在の高齢者及び障害者の要援

護者の方々のそれぞれの登録者数について伺

います。 

 ２点目は、登録者数がふえない理由は、先

ほど言いましたように、近所づき合いがなく

地域支援者となる方がいないとか、障害があ

ることを知られたくないとか、必要ないと拒

否する方が多く危機意識が乏しい等多々問題

はありますが、それは本計画にある要援護者

に登録した場合と、しない場合の違いについ

て理解不足が大きいと思います。 

 そこで、伺います。登録した場合と、しな

い場合の相違点について伺います。 

 ３点目は、要援護者の登録者数をふやすた

めに、現在実施されている活動状況について

伺います。 

 以上で、私の一般質問を終わります。 

○議長（舩見亮悦君） ただいまの５番瀬崎

雅弘議員の質問に対する当局の答弁を求めま

す。 

 市長。 

○市長（種市一正君） ただいま瀬崎議員御

質問の三沢市中心市街地活性化基本計画につ

いての第１点目、計画変更に至った経緯と、

その具体的な内容については私から、その他

につきましては副市長及び担当部長からお答

えをさせますので、御了承願いたいと思いま

す。 

 当該計画は、平成１１年３月に策定した三

沢市中心市街地活性化基本計画の成果と反省

を踏まえ、平成１９年１１月に新たな計画と

して策定したのものであります。 

 策定以後、現スカイプラザミサワの名称変

更及び事業規模の変更、また、市立三沢病院

跡地活用にかかわる事業規模及び実施期間の

変更等に伴い、４度の修正、変更を行ってき

たところであります。 

 御質問の第１点目、本年３月２９日に承認

された計画変更に至る経緯と具体的な内容と

いたしましては、病院跡地に整備する医療・

介護に関する施設の整備手法と、施設整備に

関連する国、県との調整に時間を要したた

め、これらの施設に付随する緑地、それから

駐車場の整備方針の決定がおくれたことか
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ら、計画期間を延長したところであります。 

 私からは、以上であります。 

○議長（舩見亮悦君） 副市長。 

○副市長（米田光一郎君） 御質問の２点

目、中心市街地活性化基本計画に定めた指標

の達成状況と今後の見通しについてお答え申

し上げます。 

 休日歩行者通行量は、１日７,０１６人の目

標に対しまして最新値が５,１２８人であり、

小売業年間商品販売額につきましては、１５

１億６,１００万円の目標に対しまして１００

億８,９００万円となっております。 

 今後の見通しといたしましては、取り組み

の進捗状況は予定どおりではないものの、目

標達成可能と見込まれ、引き続き最大限努力

していくと評価しております。 

 また、中心市街地居住人口につきまして

は、７,７３２人の目標に対しまして７,００

１人の現状値でございます。 

 今後の見通しといたしましては、このまま

では目標達成可能とは見込まれず、今後、対

策を講じる必要があると評価しているところ

でございます。 

 このことにつきましては、市立三沢病院跡

地に本年５月にオープンいたしました小規模

多機能型居宅介護施設や、本年度中に完成予

定のサービスつき高齢者住宅によって、一定

数の定住人口及び交流人口の確保が図られる

ほか、同敷地内に建設が予定されている商業

施設や医療施設の建設により、歩行者数の増

加が見込まれるものと考えております。 

 加えまして、スカイプラザミサワが市内外

の方々に徐々に認知され、集客数及び売上高

が上方に推移していることから、これらの事

業展開と歩調を合わせながら、中心市街地の

歩行者通行量及び小売業の年間商品販売額並

びに居住人口の増加につなげていきたいと考

えております。 

 以上でございます。 

○議長（舩見亮悦君） 経済部長。 

○経済部長（大澤裕彦君） 御質問の第３点

目、今後の中心市街地活性化に向けた方針及

び施策といたしましては、商業者をはじめと

する関係者の自主的な取り組みを尊重した各

種施策に取り組むことを基本的な方針とし、

具体的な施策といたしましては、これまで取

り組んできた雇用創出に関する施策や空き店

舗対策に関する施策を実施するとともに、商

工会等との連携を図りながら、イベント支援

などのにぎわいを創出する施策を展開してま

いりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（舩見亮悦君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（小泉富男君） 三沢市災害

時要援護者避難支援計画についてお答えいた

します。 

 災害時の避難行動において、自力で避難が

困難な方や家族の支援が得られない方を、本

人の同意の上、災害時要援護者として登録を

し、地域で支援、安否確認をする体制を整備

することにより、安心・安全な地域づくりを

目指し、平成２３年２月に計画を策定したと

ころであります。 

 御質問の１点目の登録者数につきまして

は、平成２５年５月末現在で、高齢者４５

名、障害者３３名、合わせて７８名となって

おります。平成２３年度末と比較いたしまし

て、高齢者については、新規に１０名ふえて

おりますが、施設入所や死亡により１２名減

となっております。障害者については１名の

増となっております。 

 登録しない理由としては、障害であること

を知られたくないのほか、家族の支援が受け

られるために登録の必要がない、あるいは、

私はまだ他人の力をかりなくてもよいなどと

なっております。 

 御質問の２点目の、要援護者として登録し

た場合と、しない場合の相違点についてお答

えいたします。 

 要援護者として登録した場合は、災害発生

時に地域支援者の支援により、避難所に避難

をし、安否確認を受け、必要な支援を得られ

ることになります。 

 一方、登録しない場合は、災害発生時に支
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援を受けられず、避難が困難となり、安否確

認さえできない可能性があります。 

 御質問の３点目、要援護者の登録者数をふ

やすために現在実施している活動状況につき

ましては、新たに対象となった方に対し、登

録制度についてのお知らせと申請書を送付

し、登録のお願いをしております。 

 また、登録推進のコーディネーターとなっ

ていただいている民生委員や要援護者とかか

わりの深いケアマネジャーなど、関係機関に

対しまして、機会あるごとに制度の説明と、

登録のための訪問活動など、御協力をお願い

しているところでございます。 

 今後におきましても、関係機関と連携し、

さらに広範囲にＰＲするなど、登録の拡充に

努力していきたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（舩見亮悦君） ５番瀬崎議員。 

○５番（瀬崎雅弘君） 中心市街地活性化基

本計画について、３点ほど再質問させていた

だきます。 

 本計画を推進するため、議会として中心市

街地活性化特別委員会、これを４年間設置

し、三沢市の中心市街地活性化のため、執行

部といろいろ議論してまいりましたが、本計

画の変更について、議会に対して事前の説明

が全くありませんでした。なぜ議会に対して

説明しなかったか、再質問します。 

 ２点目につきましては、市内関係団体によ

る強力な支援のもと、スカイプラザミサワの

抜本的な改革により、年間を通じて多くのイ

ベントを開催されるなど、中心市街地におけ

るにぎわいを図られ、歩行者通行量や小売業

年間商品販売額が増加傾向にあり、今後、見

通しできるという話でありますが、もっと市

民の方や市外及び県外の方を誘客すべきだと

いうように思います。 

 そこで、これはみさわ未来で実施している

議会報告会並びに市民の意見を聞く会で市民

の方から提案があったのですけれども、中心

市街地にメディカルモールを整備してはどう

かという意見がありました。先ほど答弁で、

医療施設という話がありましたけれども、メ

ディカルモールとは、元来、大型商業施設内

ワンフロアに複数の診療所を集結し、診療を

行う総合医療機関のことで、商業施設全体と

しての集客見込みは確実に見込め、現在、中

心市街地の空き店舗やスカイプラザ２階部分

に医療施設を整備し、集客を図ってみてはど

うでしょうか。 

 また、これも市民の方から提案のあった内

容でありますが、現在、クリスマスの時期に

実施しているアメリカ広場やポケットパーク

のイルミネーションは、三沢の冬の定番とし

て定着していると思います。しかし、規模が

小さく、集客を図るにはほど遠いと思いま

す。 

 三沢市街地をイルミネーション化し、テー

マパーク化構想を樹立し、県内のどこも実施

していない大規模なイルミネーションで装飾

すれば、市民の子供から大人までの広範囲の

人々に楽しむ機会を与えることができ、まち

じゅうを往来する人々がふえ、閑散としたま

ちににぎわいと喜びがあふれれば、きっと三

沢市は活気づくと思います。 

 このような市民の方々の意見を含め、集客

を増す方策をどのように考えているのか、再

質問します。 

 ３点目につきましては、居住人口をふやす

方策として、当初、市立三沢病院跡地への公

営住宅の整備や民間事業者による賃貸共同住

宅の建設が予定されていましたが、審査委員

会の審査結果により、高齢者専用住宅やスー

パーマーケット等の複合施設の建設に変更さ

れた。その結果、この事業による居住人口の

増加見込みは、３１０名から５６名に減少し

たという話でありますが、これも市民の方か

ら提案あったのですが、医師住宅または看護

師住宅を中心市街地内に建設し、他市または

他県から招聘しやすい環境をつくり、居住人

口の増加を図ってはという意見がありまし

た。 

 市として、今申しましたことを含め、居住

人口をふやす方策をどのように考えているの
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か、再質問します。 

 次に、要援護者避難支援計画についてです

けれども、登録者数をふやす方策を日々努力

されているのはよく理解しました。 

 私は、登録した場合の利点について、対象

者本人はもちろん、自主防災組織、障害者福

祉団体、町内会や老人会の方々にももっとＰ

Ｒを強化すべきだと思います。 

 そこで、三沢市災害時要援護者避難支援計

画の第２章に、平常時の対策の項目がありま

す。その中の台帳整備に、登録困難ケースと

の項目がありまして、その内容は、登録台帳

整備に当たり、要援護者が地域支援者を指定

できない場合と、地域、この場合は町内会で

ありますが、地域との情報の共有を拒む場合

が想定されると。 

 この場合、最初に民生委員が制度説明や地

域支援者の選定、さらには、情報共有につい

て説明、支援し、次に、市で必要性や重要

性、安全性を説明し、台帳登録に結びつける

よう努める。結果、どうしても地域支援者の

指定や関係機関等との情報共有の承諾が得ら

れなかった場合は、市に予備登録という形で

情報を登録、管理し、情報共有の理解が得ら

れるよう継続して努力するとあります。 

 現状として、このようなケースがあったの

か、また、予備登録されている方はいるの

か、再質問します。 

 以上です。 

○議長（舩見亮悦君） 経済部長。 

○経済部長（大澤裕彦君） 中心市街地活性

化基本計画の再質問にお答えいたします。 

 最初に、まず、変更の議会への説明がな

かったということにつきましては、今回の計

画変更は、事業期間の延長に伴う事業者間と

国、県との調整が同時進行に進んでおりまし

て、変更承認が最終的に平成２５年３月２９

日になったことでありますことから、市議会

に対する説明の機会を逸したものでございま

す。 

 事後の報告となってしまいますけれも、直

近の産業建設常任委員会で改めて説明の機会

を設けていただきたいと考えております。 

 それから、２点目のメディカルモールの誘

致に関しましては、メディカルモールの建設

誘致は非常に魅力的なものであるというふう

に考えております。市内とか周辺市町村に立

地している現在の医療機関の状況や動向、ま

た、民間活力の活用も含め、各種情報収集を

行いながら、調査・研究してまいりたいと考

えております。 

 それから、アメリカ村広場やポケットパー

クのイルミネーション事業の拡大につきまし

ては、現在でもいろいろな団体や地域の方々

と連携して、毎年創意工夫しながら改良を重

ねて取り組んでまいってきているところでご

ざいますが、事業規模の拡大などにつきまし

ては、費用対効果を検証しながら、その目的

である集客効果が大きくなるように、今後、

関係者と協議してまいりたいと考えておりま

す。 

 それから、中心市街地への医師住宅や看護

師の住宅の建設等につきましては、現在、医

師、看護師の住宅希望といたしましては、教

育施設とか、それから閑静な住宅を望んでお

ります。商業施設とかが近くにあるというよ

うなことは、現在の車社会から望んでおりま

せんし、ましてや集合住宅とか近隣に同業者

がいるということを非常に嫌う傾向になって

おります。 

 そういうことですので、できれば不動産事

業者等の民間活力を活用した方策が得策では

ないかと考えているところであります。 

 以上でございます。 

○議長（舩見亮悦君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（小泉富男君） 再質問の予

備登録制と、支援計画の中で想定した関係機

関との情報共有の理解が得られない場合が

あったのかということについてお答えいたし

ます。 

 予備登録についてですが、登録を希望する

が、どうしても地域支援者となる方がいな

い、そういった場合に予備登録という形で対

応しております。現在の数といたしまして
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は、高齢者が８名、障害者が１７名となって

おります。 

 次に、関係機関との情報の共有の理解が得

られない場合があったのかということについ

てでございます。 

 登録を希望する方が、例えば仕事上とか、

転勤が多かったと、あるいはアパート住まい

だったと、そういった理由で御近所づき合い

が薄いと、そういった方は、地域支援者がい

ないというケースがございました。 

 支援計画の中で想定した町内会との情報の

共有を拒むケース、これはございませんでし

た。 

 以上でございます。 

○議長（舩見亮悦君） 以上で、５番瀬崎雅

弘議員の質問を終わります。 

 それでは、一般質問を次に移ります。 

 ９番野坂篤司議員の登壇を願います。 

○９番（野坂篤司君） おはようございま

す。みさわ未来の野坂篤司が、通告に従いま

して一般質問をさせていただきます。 

 三沢市史を見ますと、南部藩主が１６４１

年に小比類巻掃部助を木崎野牧の初代御野守

に任命し、その経営に当たらせたとありま

す。 

 それから２４０年経過し、１８８１年――

明治１４年、百石村から分離独立を認めら

れ、三沢村になり、１９４８年――昭和２３

年、下田・浦野舘・六戸村の一部合併で大三

沢町になりました。１９５８年――昭和３３

年９月、三沢市になり、以来５５年、その

間、何の変化もなく現在に至っています。 

 これを見ますと、村から町になるため６７

年経過いたしましたが、町から市になるには

１０年しかかからない速さであることがわか

ります。戦後の基地経済がもたらしたもので

あることは言うまでもありません。 

 さて、前置きはこのぐらいにいたしまし

て、はじめに、合併問題について質問をさせ

ていただきます。 

 平成の大合併は、平成２２年３月末をもっ

て、政府主導による合併推進は一区切りとす

るべきとの答申が決定され、４月１日に合併

新法は改正され、期限はさらに１０年間延長

されましたが、国、都道府県による合併に関

する規定は削除され、政府主導の合併推進運

動は正式に終了することになりました。 

 しかし、私たちの三沢市を見ますと、隣接

市町村の人口増が顕著になっております。 

 今、三沢市は定住人口増を図るために一生

懸命努力し、住みよいまちづくりの諸施策や

企業誘致などを進めております。しかしなが

ら、努力をすればするほど、隣接人口増に手

をかしているのではないかという、周りから

やゆされております。いわゆるからかわれて

いるのであります。 

 そのことを踏まえ、３点について質問をい

たします。 

 １番目として、懸案であります栄町と南町

に挟まれている長靴状態の境界線についてで

ありますが、この問題は、おいらせ町――住

吉町はおいらせ町なのですが――住吉町の問

題で、三沢市に関係がないと言う人がいると

思います。領土問題ですから、住吉町だか

ら、おいらせ町だから関係ない。これを言っ

てしまえばそのままでありますが、その中に

は、自宅が三沢で会社がおいらせ町、勤務先

が三沢で自宅がおいらせ町、いわゆる住吉町

にそんな人がたくさんいるわけです。近隣市

町村、近隣の境界線のあたりはみんなそうで

す。 

 歴史的に見ても、古間木地区は、駅前が六

戸町。その当時は、町なのか村かわかりませ

んが、薬師町と本町３丁目が下田の範囲だっ

た、そして新町が三沢村駒沢、猫又であった

と聞いております。 

 その時代の議員が、聞いた話であります

が、一人で、その人本人で、下田村と六戸村

と三沢町の議員を経験した人がいると聞いた

ことがあります。かなり複雑な合併の歴史が

あると思います。 

 そこで、質問ですが、おいらせ町住吉地区

の境界線は、いつの時代にどのような状況で

決定したのか、伺いたいと思います。 
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 これに関しては、いろいろなことを聞いて

おりますが、正式に聞いたことがありませ

ん。ぜひお知らせいただきたいと思います。 

 どういうふうになったのかということを、

問題を解いていくと、はじめてそのことがわ

かると思います。何も三沢は、日本の国の中

です。尖閣の話をしているのではありませ

ん。ぜひ、国と国ではなくて、町内同士に話

をしてみたいなと、こう思っているのであり

ます。 

 ２番目として、この地区の問題点として、

水道給水問題が一番顕著に出たことがありま

す。 

 下田町へ三沢市が分水を始めたときは昭和

４０年でありまして、給水戸数は１８戸と少

なく、問題もありませんでしたが、住宅が急

激に増加し、平成２１年２月５日をもって、

おいらせ町住吉地区への給水が停止されてお

ります。 

 とても不思議なことですが、境界線がある

だけで、隣の人は遠い八戸市から水を引き、

たった隣でありますが、片方は近い三沢市か

ら引いています。 

 平成２３年１月１日に八戸市の水道が故障

し、遠く離れた住吉町の住宅に水が出ないこ

とがありました。 

 行政は境界線を大事に考えますが、そこに

住む住民の人、住んでいる人は境界線は関係

ありません。日常の生活が大切なのです。 

 そこで、質問です。これまで数々の問題が

ありましたが、三沢市では、長靴状態を解消

するためにどのような努力をしてきたのか。 

 私から見れば、極めて不自然な行政間のそ

の境界線解消のために、分割合併も視野に入

れて取り組むべきではないかと考えますが、

そのような考え方があるのか、お尋ねいたし

ます。 

 合併問題の３番目であります。私は、１０

年後、２０年後の三沢市の未来を考えると、

特に、おいらせ町と合併をするべきだと思っ

ております。 

 皆さんも御承知のとおり、おいらせ町は上

北郡圏域内に位置しております。警察、福祉

事務組合、教育関係は三沢市圏域と同じです

が、消防、保健所、水道は八戸圏域で、おい

らせ町の人は火葬場は十和田市です。このよ

うに複雑に絡み合っているおいらせ町の、三

沢市周辺隣接地域である住吉、若葉、青葉、

鶉久保町内で４,２００名を超えている状態で

あります。 

 さらに、三沢駅東団地隣接地、わかりやす

く言うと、セイホールのところを真っすぐ

行ったところであります。その山林約６,００

０坪が、あの山林が伐採されて、皆さん知っ

ていると思いますが、伐採されて住宅地にな

ろうとしております。今後、ますます三沢市

の流出人口が増加することが目に見えており

ます。 

 最近、議会のほうでも資料が回ってきまし

たが、八戸の市議会では、八戸圏域定住自立

圏形成促進議員連盟を組織し、おいらせ町が

その中に入っております。私が見るには、お

いらせ町包囲網を着々と八戸では固めている

ように思います。 

 三沢市とおいらせ町が合併し、６万８,００

０人の未来輝く国際文化都市を創造するの

か、はたまた、三沢市がこのまま何も手だて

もしないで、八戸市と十和田市を通過するだ

けの通過点の市になるのか、そして衰退の運

命をたどるのか、今考えないと、正念場だと

私は思うのであります。 

 そこで、質問ですが、三沢市は、おいらせ

町との合併をどのように考えているのか、伺

います。 

 続きまして、大きい２番目でありますが、

除雪と排雪の問題について質問させていただ

きます。 

 きょう、この日は、１番目と２番目と３番

目がみさわ未来の方が出ております。私もそ

うであります。そのみさわ未来では、今回の

議会が終わりますと、７月に議会報告会と市

民の声を聞く会を１２回開催させていただい

ております。その中で、毎回のように出てく

るのが、三沢市の除雪と排雪の問題です。 
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 高齢化が進み、三沢市の７０歳以上の人口

が７, ８５０人を超えようとしているので

す。私も間もなく、２年と８カ月で７０歳に

なりますので、よくわかります。口は元気で

も足腰が極端に弱くなっています。高齢者と

して、身の回りのことができる人はたくさん

いますが、一番難儀しているのが雪かきなの

です。 

 市民の声を聞く会で、市民の方が言いまし

た。若いときは、「我が家の王子様」と頼り

にされたけれども、７０歳を過ぎると、「我

が家の大爺様」と言われるそうです。重い雪

を何とか玄関先から道路の端に除雪して一息

つくと、市役所の除雪車が来て、さっき片づ

けた雪が玄関前にどっさり置かれてしまう

と。どうにかなりませんかという質問であり

ました。 

 そのことを踏まえ、３点について質問させ

ていただきます。 

 高齢者が多く、住宅地にだんだん高齢者が

ふえてまいりました。私の住んでいる東町も

そうであります。その排雪が問題になってお

ります。三沢市では、除雪は何とかなります

が、その排雪、これも大変だと。 

 そこで、除雪や排雪の出動や作業基準がど

のように定められているのか、伺いたいと思

います。 

 木崎野小学校の前も、排雪は年に１回か２

回やっております。ああいう排雪はとてもい

いのです。だがしかし、どういう基準でやっ

ているのかわかりませんので、住宅地にも

やっていただければなということでありまし

たので、その基準をお知らせいただきたいと

思います。 

 二つ目として、平成２３年度除雪業務委託

料が２億４,３４９万円、 平成２４年度除雪

業務委託料見込み額、まだ決算が出ておりま

せんので、 見込み額としては１億８,９６９

万円だと聞いております。除雪に対して排雪

がかなりの経費がかかるということはわかり

ます。インターネットで調べても、何十倍

か、そういう排雪に対してはお金がかかると

いうことが出ております。 

 そこで、三沢市全体を年１回でも排雪作業

をするとしたら、どのくらいの予算がかかる

のか。市民に知らせ、積算をしてみて、この

ぐらいかかるのですよということをお知らせ

いただければな、と思いまして、それに予算

がどのくらいかかるのか調べていただきた

い。これを第２点の質問にしたいと思いま

す。 

 ３番目、三沢市では、春と秋、年２回、三

沢市のクリーン作戦、とてもいいです。連合

町内会が主催し、市と、そして建設業界、い

ろいろな各種団体が組織され、みんなでまち

をきれいにする。年２回のクリーン作戦があ

りました。とてもすばらしいと思います。３

０年くらい続いている、大変いい協働の考え

方だと思います。その考え方が定着している

三沢市ですから、年に１回だけでもいいで

す。排雪の日、ホワイト作戦、このようなこ

とを市民協働で企画する考えがあるかどう

か、お尋ねしたいと思います。 

 最後に、３番目であります。教育問題とし

て、スーパーグローバルハイスクールについ

て伺います。 

 これは新聞に出ました。政府の教育再生実

行会議がまとめた提言案に、外国語の教育に

熱心な高校をスーパーグローバルハイスクー

ル――仮称と書いておりますが――に指定

し、支援を強化する一方で、世界で活躍でき

る人材の輩出を目指し、５年間で１００校の

指定を目指すと発表いたしました。 

 つまり、４７都道府県ですから、最低１校

でも４７校ですから、１００校ありますか

ら、最低各県１校は指定があると私は思って

おります。 

 三沢市の基本理念「人とまち みんなで創

る 国際文化都市」を目指す最大のチャンス

が来たと思います。後期基本計画素案の中

に、英語圏の方々が多く居住する地域特性を

生かし、これまでさまざまな交流事業を行っ

てきました。今後は、英語を中心とした外国

語教育に一層磨きをかけるとともに、国際社
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会に対応できる人材の育成に努めますと記述

されております。 

 市民の方々もアメリカンデーやジャパン

デー、国際フェスティバルなど数多くの交流

事業を長年にわたり続けてきました。そのこ

とが評価されたのか、２００５年に米軍三沢

基地は、世界の米軍基地の中で最も地域社会

と友好関係にあるとして、最優秀賞が授与さ

れたと聞き及んでおります。 

 このように、三沢市は英語教育について、

有形・無形の宝、財産が豊富にあります。県

立高校で英語科があるのは、田名部高校と三

沢高校だけです。三沢市教育委員会は、義務

教育が担当なので、高校は青森県なのでなど

と考えている暇はありません。三沢市が青森

県と一丸となって、三沢高校をスーパーグ

ローバルハイスクールにするぐらいの気概を

持って、文部省に立候補するべきだと思いま

す。 

 そのことが、三沢市が国際文化都市創造の

基本になると思うのであります。三沢高校を

スーパーグローバルハイスクールに指定され

るよう、青森県とどのように連携を図ってい

くのか、そして立候補していただくのか、こ

の考え方をぜひ明確にお示しいただきたいと

思います。 

 以上で、質問を終わらせていただきます。

ありがとうございました。 

○議長（舩見亮悦君） ただいまの９番野坂

篤司議員の質問に対する当局の答弁を求めま

す。 

 市長。 

○市長（種市一正君） ただいま野坂議員御

質問の合併問題については私から、その他に

つきましては教育長及び建設部長からお答え

をさせますので、御了承願いたいと思いま

す。 

 はじめに、第１点目の栄町と南町に挟まれ

た住吉地区境界は、いつの時代にどのような

状況で決定したのかについてですが、関係資

料を調べましたところ、昭和２３年に大三沢

町が設定された際に、住吉地区は現在の境界

となっております。 

 大三沢町は、昭和２３年２月１１日に、当

時の三沢村の全域と、下田村字古間木山の一

部、六戸町大字犬落瀬字古間木の全部及び字

堀切沢の一部並びに浦野舘村大字大浦字淋代

及び字母衣平出生の一部の区域をもって設置

されております。 

 御質問の住吉地区についてでありますが、

住吉地区の東側、現在の南町地区は、もとも

と三沢村の区域であり、住吉地区及び同地区

の西側、南側が、もともと下田村字古間木山

でありました。その下田村字古間木山であっ

た地区のうち、現在、三沢市の行政区域と

なっている千代田町と字古間木山の全域並び

に栄町及び本町の一部が大三沢町の区域と

なっております。 

 次に、第２点目、長靴形の解消に関する御

質問にお答えいたします。 

 第１点目で答弁いたしましたとおり、住吉

地区の長靴形の状態は、大三沢町を設置した

際に形成されたものであります。三沢市に残

されております当時の資料をもとに調査を行

いましたところ、設置するときにかかわる法

的な問題はございませんでした。 

 また、住吉地区におきましては、地形的な

不自然さはあるものの、行政区域を変更する

ための諸手続などさまざまな問題があること

から、慎重に対応してきた経緯があり、今後

におきましても慎重に対応すべきと認識いた

しております。 

 次に、第３点目のおいらせ町との合併につ

いて、どのように考えているのかとの御質問

にお答えをいたします。 

 国立社会保障・人口問題研究所が本年３月

２７日に発表いたしました、日本の地域別将

来推計人口によりますと、２０４０年におけ

る本県の人口は約９３万２,０００人と、２０

１２年と比較して３２.１％の減少となり、三

沢市及びおいらせ町を含む、いわゆる上十三

９市町村においても２７.３％の人口減少にな

るものと推計されております。 

 このように我が国が世界でも例のない少子
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高齢化、人口減少社会を迎えようとしている

ことに鑑みれば、行財政体制の効率化のため

に、市町村合併の必要性が将来再び議論され

る可能性も否定できないところであろうかと

思います。 

 市町村合併については、相手方の自治体

や、あるいは住民の意向も尊重されるべきで

ありますから、現時点においては、当市が率

先して市町村合併に取り組むことについては

考えておりません。 

 しかしながら、少子高齢化、人口減少への

対応は、今この時点から取り組むべき大変重

要な課題であると認識はしております。 

 このため、今後は、市町村間の広域的な連

携が一層求められるものと考えております。 

 このようなことから、市といたしまして

は、昨年１０月に十和田市とともに共同中心

市として、おいらせ町を含む圏域８市町村と

の間に定住自立圏形成協定を締結しまして、

上十三・十和田湖広域定住自立圏を形成した

ところでありますが、当初、本圏域における

定住自立圏構想の調査・研究を開始した段階

では、議員おっしゃるように、おいらせ町は

既に八戸市と定住自立圏形成協定を締結して

いたわけであります。 

 おいらせ町民の三沢市への通勤・通学割合

が約２１％、八戸圏域と同等に生活圏域を同

じくすることから、おいらせ町の御理解をい

ただきまして、本圏域にも御参加いただいた

ものであります。 

 市といたしましては、今後とも三沢市民及

びおいらせ町民の生活圏というものを十分に

考慮しながら、１０年、２０年の長期的な視

点に基づく定住自立圏構想の取り組みを着実

に進めながら、人口定住に必要な生活機能の

確保あるいは住民サービスの維持・向上に努

めてまいりたい、このように思っておりま

す。 

 私からは、以上であります。 

○議長（舩見亮悦君） 建設部長。 

○建設部長（沼山 明君） 除雪・排雪問題

の第１点目であります、除雪や排雪の出動及

び作業基準についてお答えいたします。 

 はじめに、除雪作業における出動及び作業

基準でありますが、車道及び歩道ともにおお

むね１０センチメートルの積雪があった場合

に、除雪車による作業を開始することとして

おります。 

 また、作業方法としましては、交通量の多

い主要幹線道路を第１次路線、公共施設に通

じる道路を第２次路線、交通量の少ない生活

路線を第３次路線と位置づけ、重要性の高い

第１次路線から順次除雪作業を行っておりま

す。 

 次に、排雪作業における出動及び作業基準

でありますが、路肩に堆積した雪のため道路

幅員が確保できない路線や、堆積した雪のた

め見通しが悪い交差点など、雪の堆積状況や

交通量を考慮して、車両などの通行に支障の

ある箇所を優先して行っているところであり

ます。 

 また、そのほか歩行者の多い歩道や生活道

路についても、状況に応じて排雪作業を行っ

ております。 

 次に、第２点目の市内全体を年１回排雪し

た場合の費用についてお答えいたします。 

 当市は、県内の中でも比較的降雪量が少な

い地域であり、平年並みの降雪量であります

と、排雪作業は行わない場合が多いのです

が、昨年度、一昨年度は、特に降雪量が多

かったため、幹線道路のほか、生活道路の一

部においても排雪作業を行っております。そ

の費用を参考に算出すると、国道、県道を除

く、当市の路線の１回分の排雪費用は約２億

５,０００万円が必要となり、比較的雪が多

かった昨年度の１年分の除雪費が約１億８,０

００万円でありましたので、１回の排雪費用

だけで、その約１.４倍の費用を要することに

なります。 

 次に、第３点目の排雪作業を市民と協働で

企画することについてお答えいたします。 

 通常、排雪作業を行うには、作業する排雪

用の機械の前後などに、安全を確保するため

誘導員を配置し、堆積した雪をショベルカー
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などによりトラックに積み込んだ後、雪捨て

場へ運びます。この工程の中で、市民の皆様

とともに行う作業は、道路脇に堆積した雪の

取り崩しやトラックなどへの積み込みが考え

られますが、この作業は、氷、固まった雪を

積み込むため、相当な時間と労力を要しま

す。また、重機の近くや車道上での作業とな

るため、大きな危険も伴います。 

 さらに、クリーン大作戦のように、市内一

斉に作業をした場合、交通障害を招くおそれ

がある上、多くの排雪用の重機と誘導員など

の確保や業者への委託料の支払いが必要とな

ります。 

 御質問の排雪の日、ホワイト作戦は、行政

と市民の協働のまちづくりの観点から、よい

試みとは思います。しかし、参加者の安全面

などの点から、御質問の排雪作業は難しいと

考えます。 

 なお、除排雪について、別な方法で一緒に

できるものがないか、他の事例なども参考に

検討してまいりたいと思います。 

 以上でございます。 

○議長（舩見亮悦君） 教育長。 

○教育長（吉田 健君） 教育問題について

お答えいたします。 

 去る５月２８日、政府の教育再生実行会議

が第３次提言としてまとめた「これからの大

学教育等の在り方について」の中で、国際社

会における人材育成と、大学改革に関する社

会の多様な場面でグローバル化が進む中、国

が大学に対して、教育内容と教育環境の国際

化を徹底的に進め、世界で活躍できるグロー

バルリーダーを育成すること、グローバルな

視点を持って地域社会の活性化を担う人材を

育成することを求めています。 

 また、その中で、国がグローバルリーダー

を育成する先進的な高校を仮称スーパーグ

ローバルハイスクールとして指定し、外国

語、特に英語を使う機会の拡大、幅広い教養

や問題解決力等の国際的なコミュニケーショ

ン能力の育成を支援することを求めていま

す。 

 グローバルな人材の育成については、当市

が小学校１年生から実施している英語教育や

国際理解教育にも関連することであり、小学

校、中学校、高校の縦の連携を考えた場合、

県内に数少ない英語科を有する三沢高校が

スーパーグローバルハイスクールの指定を受

けることは、当市の英語教育をより一層充実

させるためにもよい機会になると思います。 

 また、基地内の教育環境、市内の国際交流

教育センターなどの教育資源の活用も考えら

れ、市全体としての国際交流の活性化につな

がるのではないかと考えております。 

 しかしながら、現在、文部科学省は、政府

の教育再生実行会議の提言を受け、検討中で

あります。今後、文部科学省から具体的な指

定要件・要綱が示されると思いますが、あく

までも主体が県や三沢高校でありますので、

その指定の条件に合い、三沢高校がこの指定

を希望する場合は、当市としても県と連携を

密にして対応してまいりたいと考えておりま

す。 

 以上でございます。 

○議長（舩見亮悦君） 野坂議員。 

○９番（野坂篤司君） ３点について質問を

させていただきます。 

 最初に、合併問題でありますが、大変よく

わかります。大変なことはよく、重々わかり

ますが、２番目の部分です。 

 合併問題の中なのですが、こういうことは

難しいとはわかりながらも、住吉の１、２、

３丁目の、地図も持ってきておりますが、

ちょうど三角に、駅東団地のところからのあ

の道路が、五中の後千代田町に行くあの道路

の線で区切られれば、極めて、ああ三沢市だ

なとわかるのですが、何か妙にあそこだけが

入ってしまっているのですね。それが住吉の

１、２、３丁目なのです。あそこにいる人た

ちも、非常におかしいというふうに話をして

いるのですが、分割合併という方法があると

いうふうに聞いておりますので、何とかとい

いますか、前例とか法律がどうのこうのとい

うことが必ず出てくると思うのですが、法律
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も人が決めた話なのですよ。住民がいたから

法律ができたわけですよね。住民が先なわけ

ですよ。 

 あそこにいる方が、例えば、さっき言いま

したように、住吉の例えばスーパードラッグ

アサヒ下田店、元ダイエーの横の人がお亡く

なりになると、十和田の葬祭場に行くので

す。例えば、水もあっちから来ているわけで

す。あそこでもし火災があると、三沢が先に

消すのですけれども、検査に来るのが八戸の

消防で来るのです。非常にいびつな形になっ

ておりますので、あの住吉の１、２、３丁目

だけを何とか話し合いでできないものかとい

うのをもっと研究していただきたいなと。こ

ういうことなので、再度、これに取り組む決

意をちょっとお願いしたいと思います。方法

がないのかということです。 

 それから、除排雪の問題でありますが、た

またまタイミングよくといいますか、きょう

の新聞に、十和田市が協働で除雪体制の整備

のフォーラムを開いているということで、市

民協働で全体でやっていきましょうよという

ことで、将来、条例化を目指すということを

これに書いております。まさしく時宜を得た

ものだなということを感じておりますので、

こういったことを、今後、三沢市でも全市民

を巻き込んで除排雪の問題に取り組むのかど

うか。 

 これは福祉問題ではないのですけれども、

高齢者の健康問題にも入ってくる問題なの

で、これをぜひ、皆さんも７０歳以上になっ

てくると、だんだんわかってくるのですよ、

やっぱり行く道ですからね。そういう意味

で、協働でこういったことをやっていくとい

うことが大変大事なので、十和田市でたまた

まフォーラムを開き、条例化を目指すと書い

ておりますが、そういったことを目指してい

るのかどうかを確認させてもらいたいと思い

ます。 

 最後に、教育問題ですが、スーパーグロー

バルハイスクール、これは非常に、教育再生

事業ですから、看板というか、とても飛びつ

きやすいというか、将来すごいなと思ってい

るのですが、これは全国に発信しているわけ

です。これに関しては、一生懸命といいます

か、うちがやりたいのだ、青森県としては三

沢市だという、そういうパワーが自薦にこぎ

つける可能性があると思います。頼まれたら

やるかではなくて、我がほうしかないのだ

と、三沢は世界の中の三沢市だよと。ジャパ

ンは知らなくても三沢は知っているというぐ

らい、そういうパワーでいかないと。 

 今、県から来てという話があったのです

が、直接文部科学省に行って、三沢市はこん

な資料があるのだと。今回、ウエナッチに

行った方から聞いたら、三沢高校出身でウエ

ナッチの州立大学に留学されている方もい

らっしゃると聞いております。これは、市が

行っている交流事業の成果であります。 

 ですから、私は、教育長並びに市の幹部の

皆さんにお願いしたいのですが、文部科学省

に直接、教育を活性化するということは、そ

のまちの活性化に直接つながっております。

三沢はまさしくそうです。この間もアメリカ

ンデーをさせていただきましたが、民間で

やって、８万人という多くの方が来ておりま

す。 

 そういうことも含め、三沢市に、だめだっ

たとしても、チャレンジする過程に、プロセ

スに、非常に三沢市が活性化すると思うので

す。ですから、教育長は、ぜひ三沢市挙げて

文部科学省に直接、我がほうしかない、三沢

市は一番先に手を挙げる、その決意をぜひ表

明していただきたい、こう思います。 

○議長（舩見亮悦君） 答弁願います。 

 市長。 

○市長（種市一正君） 合併についての再質

問にお答えをいたします。 

 確かに私から見ても住吉地区は不自然なエ

リアだなと思うし、いろいろ住民の方々も御

苦労が多いのかなとは思いますが、いずれに

しても、住民の意向というものを十分尊重し

なければならないわけでありますので、その

辺を大事にしたいと思います。 
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 以上であります。 

○議長（舩見亮悦君） 建設部長。 

○建設部長（沼山 明君） 除排雪の再質問

についてお答えいたします。 

 十和田市で、市民と、それから市、除雪業

者の三者による協働のまちづくりとして、条

例化ということで、きょうの新聞に載ってい

ましたけれども、三沢市の場合は、前回の定

例会でもお答えいたしましたように、除雪に

対する苦情や除雪方法等については、町内会

長さんや地域の方々と、それから除雪業者及

び市の道路管理者である土木課の職員が、現

地で直接改善策を検討したり、また、必要に

応じては、その都度、話し合いを持って対処

しております。そういうことから、今、御質

問の市民全体でのフォーラムというか、そう

いうことは今のところは考えておりません。 

 ただし、高齢者に対しては、町内会には除

雪車を貸し出しして、高齢者の前の除雪なん

かをしていただいております。今のところ、

まだ去年は３台ですが、その台数をまたこと

し１台ふやす予定でございますので、徐々に

そのような体制で取り組んでいきたいと思い

ますので、よろしくお願いします。 

○議長（舩見亮悦君） 教育長。 

○教育長（吉田 健君） 再質問にお答えし

ます。 

 教育長または市が、三沢高校が立候補し、

指定校を受けるよう働きかけるよう、どうな

のかという再質問ではないかと思います。こ

のことについてお答えいたします。 

 今後、文部科学省から示されるであろう指

定要件・要綱が出された段階で、三沢高校校

長とも情報交換し、その上で、県、文部科学

省とも連携をとり、指定に向け積極的に対応

してまいりたいと考えています。 

 ただし、この指定校等の例は、今現在、Ｓ

ＳＨといいまして、スーパーサイエンスハイ

スクール、つまり理科の分野で、八戸北高校

がちょうど５年スパンで２期目を迎えていま

す。三本木高校は１期目、５年を迎えていま

す。文部科学省へのレクチャーは、当該高校

がレクチャーをするということになっていま

すので、私が直接行ってレクチャーというの

は非常に難しい。規定にはないと思います。 

 以上でございます。 

○議長（舩見亮悦君） 以上で、９番野坂篤

司議員の質問を終わります。 

 この際、午後１時まで休憩します。 

午前１１時５５分 休憩   

──────────────── 

午後 １時００分 再開   

○議長（舩見亮悦君） 休憩前に引き続き、

会議を開きます。 

 ここで、議長を交代します。 

○副議長（堀 光雄君） 議長を交代しまし

た。 

 それでは、一般質問を次に移ります。 

 １６番山本弥一議員の登壇を願います。 

○１６番（山本弥一君） 拓心会の山本弥一

でございます。 

 ただいまより通告に基づきまして、順を

追って質問をいたします。 

 まず最初に、政治姿勢問題からでありま

す。 

 今、地方をめぐる動きが慌ただしくなって

います。高齢化社会への対応や、少子化によ

る人口減の未来をにらみ、さまざまな議論が

始まっています。 

 このような中で、地方の特性を生かした、

地方による新しい地域づくりへの動きが盛ん

であるが、取り組みの根底には、雇用の場の

拡大と、それに伴う所得の増大が終局目標と

して掲げられています。 

 特に、人口が減る時代に、国土の均衡ある

発展は新しい局面を迎え、国から地方へ分権

の風が吹き始めている今、各地方自治体の知

恵を絞る余地は格段に強まって、広がってお

ります。 

 まちづくりは、地域らしさを生かし、創意

工夫、そして実行と住民の積極的な参加での

行政との共同作業であります。取り組みを誰

でも承知しているが、なかなか思うようにそ

の成果が上がらない。なぜか、それは地域振
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興について理解しているようで、理解されて

いないのが最大の原因であります。 

 まちづくりは人おこし、人づくりと言われ

るように、地域にやる気のある人が何人いる

かで、そのまちづくり事業の成否が決まると

言われております。 

 そういう意味において、人づくりが最も重

要であります。それらの人を通じて、あらゆ

る分野の人々への意識啓発活動がまちづくり

を盛り上げるはずであります。 

 自分のまちをどのような地域にしたいか、

そのためには、何が、何を必要であるか。ど

うしてもやれる事業に力を入れたくなるが、

そうではなく、やる必要がある分野に取り組

むべきであります。 

 政治は結果責任であります。それには、こ

れだけはやり抜くというリーダーの強い使命

感がなければなりません。本日は、このこと

を踏まえ、質問いたします。 

 １点目、基本理念の取り組みについてお尋

ねをいたします。 

 本市は、「人とまち みんなで創る 国際

文化都市」の建設を推進していますが、言う

までもなく、地方振興の基本は、行政と市民

が一体となって、みずからの手で多様な雇用

機会を創出することによって、所得の増収を

図り、夢と希望を持った豊かな暮らしにこ

そ、その姿があります。それが三沢市が目指

す地域文化の発展を促すことになります。 

 現在の不透明で激しく変貌する時代の底流

にある社会の構造は、かつてない革新の時代

の様相を示してきています。よって、従来か

らの延長線上だけでは推進発展できなくなる

のは、単に企業のみだけではなく、自治体や

地域全体においても例外ではありません。 

 したがいまして、今こそ行政と市民の豊か

な社会的経験に基づく幅広い判断力を結集し

て、我が三沢市の行政力を進めていくところ

に、その発展が約束され、必ずや道が切り開

かれると信ずるものであります。 

 したがって、これまでの役所主導型の流れ

を、今後は、市民を主体者として、行政に反

映させるべきであります。 

 本市が目指す「人とまち みんなで創る 

国際文化都市」のまちづくりは一大事業であ

ります。そこには、毅然としたまちづくり経

営理念と、地域振興を図る使命感がなければ

なりません。 

 まちづくりは、その地域らしさを生かし、

市民と行政が一体となって、創意工夫を凝ら

して実行する、いわば共同作業であることを

忘れてはなりません。 

 すなわち、本市の目指す国際文化都市の推

進には、多様な創造能力を持つ市民を巻き込

んだ発想の誘致へと、その視点を積極的に切

りかえるべきであります。 

 知恵と知識及び知力と情報を結集した、本

市の個性を生かしたまちづくりを心がけるこ

とが重要課題であります。 

 本市では、このたび、後期三沢市総合振興

計画において、市民からの要望や提案などを

反映させているとは言うが、これは形だけは

一応市民参加型の政策の形成にはなっている

としても、これは単に利害調整のための合意

や同意のプロセスにすぎません。なぜなら

ば、本来の市民参加の行政を目指す場合、執

行の形成における市民参加が伴ってこそ、市

民とともに歩む行政であるからであります。 

 近年、全国各地域で市民参加が取り上げら

れているゆえんは、これまでの日本の行政は

策定を重要視し執行を軽視する、いわゆるプ

ラン偏重の行政が実態であったからでありま

す。その結果、日々変化する社会情勢のもと

で、政策や計画の実行手段として、自治の中

で市民参加を位置づけ、とりわけ執行レベル

での市民参加をより一層重要視した取り組み

が望まれてきているからであります。 

 これは、従来の行政における縦割りをなく

して、行政を水平的な調整力を持ったものに

するための市民参加が位置づけられてきてい

るわけであります。このことが自治の目指す

べきもので、ここにこそ新たな自治体公務の

あり方が存在します。 

 今日、ハード面からソフト面へと重要視さ
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れ、社会全体が変化している現在、現実によ

り適応した市民ニーズへの対応のため、政策

形成のための市民参加から執行過程への市民

参加へとかじを切るべきで、市長は、後期三

沢市総合振興計画基本計画の実行において、

その参加の道を積極的に切り開き、社会や教

育・文化をはじめ、地域経済等の各面に自主

性を高め、より民主的な自治公務改革に取り

組みをされ、望まれる市民参加の姿勢を貫き

通す考えがあるのか、はたまた、その実現へ

向け、これまで以上の予算措置をどのように

図っていくか、具体的な取り組みについて、

まずはじめに市長から答弁を求めるものであ

ります。 

 次に、２点目、中心市街地活性化計画につ

いてお尋ねをいたします。 

 本市の商店街は、八戸と十和田市の商圏内

に位置して、商業力をいかに確保し、独立し

た商圏を確立するかに、その全てが係ってお

ります。そのためには、本市の経済圏が八戸

と十和田市の影響を受けている中で、現状の

商店街の商業活動の地盤沈下に対し、いかに

して歯どめをかけ、商業機能の回復と、その

再生を図るかが重要課題であります。 

 かつて栄えた本市の中心商店街が、なぜ衰

退が進むのだろうか。それは、商店街の魅力

の低下や交通の利便性と駐車場施設の不備並

びに大型店の進出や商店会組織の力量低下等

が挙げられるが、基本的には、商店街周辺の

定住人口や商店街交流人口と、他の地域から

の買い回り人口に区分されるが、中でも地元

定住人口が小売業に決定的な要因とされてお

ります。 

 本市の中心商店街の衰退を大型店の進出に

よると理由づけてはいるが、社会構造の著し

い変化によって定住人口等が移動し、その相

関関係によるものであります。このままでは

中心商店街が衰退の一途をたどり、活気や魅

力を失うことを心配いたすものであります。 

 特に、地盤沈下の激しい銀座通りを中心と

した既存商店街の復権を図る開発が、商業中

心地域を形成するのにも重要であります。商

店街は、単に物を販売する店舗が物理的に集

積しているだけではなく、商店街全体が一体

となって美しい町並みを形成するとともに、

地域住民のニーズに応じ、憩いや潤いなど、

地域住民の交流の場となる、暮らしの広場と

して機能する、いわゆる個性を生かした文化

的及び社会的施設となる商店街の、今、確立

が求められてきております。 

 本市の商店街は、地理的に三沢駅周辺の古

間木地区と、幸町からゲート前を通っての中

央地区、そして大町に至る商店街が主体をな

して形成されております。 

 本市の中心商店街は、米軍が駐屯してから

急速に発展し、県道三沢十和田線に沿って、

長さ約１キロと長い街区形成になっているの

が実態であります。中心商店街の復権を図る

ことが、人々の心に安らぎを与え、郷土愛を

盛り上げるために欠かせない課題でありま

す。 

 本市の中央商店街の再生のためには、商業

者はもちろん、行政の果たす役割も大きなも

のがあります。それぞれ果たす役割と責任を

明確にし、両者が協調し合って取り組むこと

が重要であります。それには、まず、行政側

の姿勢が定まらないと、商店街の方々の対応

も決断も鈍りがちになります。 

 商店街は、小売業の生活の基盤であり、ま

た、本市の顔でもあります。消費者は、商品

を買うだけではなく、趣味や美的意識及び話

題性を期待しております。まちの繁栄は、今

後も若者の文化が支えるはずであります。 

 したがって、まちを商品化する時代である

ことを認識しなければなりません。価値ある

商店街の振興は避けて通れない政治課題でも

あります。 

 いずれにしても、本市の商店街の復権に向

け、挑戦していかなければなりません。その

ためにも、中心商店街の利便性や快適性、そ

して安全性などの環境を整備し、現在の路線

型商店街から面的商店街を創造・開発するた

めにも、中心商店街の県道三沢十和田線の、

まず拡幅を図るべきと思うが、その取り組み
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について答弁を求めるものであります。 

 次に、行政問題の１点目、国際交流推進へ

の取り組みについて、３点お尋ねをいたしま

す。 

 まず１点目、姉妹都市交流事業についてで

あります。 

 三沢市と米国ワシントン州ウエナッチ市と

の姉妹都市提携が１９８１年で、昭和６年、

当時の三沢村の淋代海岸を飛び立ったミス・

ビードル号がアメリカ・ワシントン州ウエ

ナッチに胴体着陸をし、人類初の太平洋無着

陸横断飛行に成功したことが動機で、昭和５

６年、ウエナッチ市で開催されたりんご花祭

りに、当時の三沢市長が招待されたのが契機

となり、提携が成立して以来、本市とウエ

ナッチ市との姉妹都市交流が約３０年余りに

わたって継続され、今日に至っているのが実

情であります。 

 近年、各地域で重要視されているのが国際

化であると言われております。だがしかし、

国際化と国際交流を曖昧なまま、区別なく使

われてきております。 

 つまり、国際交流は、国際間の動態的交流

であり、国際化とは、国際交流の結果として

顕在化する社会現象であります。よって、国

際社会において、本来、人・物・金・情報・

文化等、あらゆる分野で交流し、均衡ある互

恵関係を確立することが望ましい姿でありま

す。 

 したがいまして、何か国際色豊かな交流を

していれば事が足りているというような、目

的意識のはっきりしない情緒的姉妹都市交流

に終わってしまうおそれを心配するものであ

ります。 

 よって、これらを踏まえて、今後はウエ

ナッチ市との姉妹都市交流を積極的に推進す

ることによって、異なる社会や文化との触れ

合いを通じて、世界の多様性に対する理解を

育み、三沢市に住む市民の意識も広まってま

いります。そして、国際感覚に対する柔軟な

対応力を育てていく上で大きな意義がありま

す。そのことが、やがて地元経済の活性化や

学術文化活動の活性化につながり、本市の活

力が増進されると信ずるものであります。 

 近年、各地域の姉妹都市交流の流れは、単

なる親善とか異文化との出会いといった従来

からの枠を超えて、地域づくりを目指した交

流へと変化しつつあります。それぞれにテー

マと問題意識を持って、地域の活性化を図ろ

うと姉妹都市交流を、いわば地域の起爆剤と

して、交流から創造へと変化させてきている

ところであります。今後の本市の姉妹都市交

流活動の何か方向を示しているような気がい

たします。 

 このたび、市長を団長に、ウエナッチ市と

の姉妹都市交流に、学生大使らとともにウエ

ナッチ市民との友好と交流を深めたと聞き及

んでいるが、今回どのようなウエナッチ市と

の姉妹都市交流の成果があったのか、また、

上げられたのか、答弁を求めるものでありま

す。 

 次に、２点目、ウエナッチ市との交流事業

の進化と課題についてお聞きをいたします。 

 本市の姉妹都市交流を考えるとき、国際親

善や異文化との出会いなど、友好を深めると

いう形での活動がその主なるものでありま

す。 

 しかし、近年、単に親善や異文化との出会

いを深めるという活動にとどまらず、ビジネ

スの要素を加味したり、あるいはビジネス交

流それ自体を出発点とする交流が増加してき

ております。まさに地域振興と絡め、いわば

まちづくりの起爆剤にしようという傾向が見

られ、いわゆる交流から創造へと方向を進化

させていくことが大きな課題であります。 

 なぜならば、単純な友好親善やお祭りとい

う儀礼的な親善使節団の交流といったパター

ンの繰り返しでは、もはやその交流活動の発

展性が期待できなくなるおそれがあるからで

あります。 

 今後は、姉妹都市交流内容を充実するため

に、経済関係の増大や技術の交換並びに専門

分野の派遣や、その補助等の実質的な関係を

強め、お互いのまちづくり、つまり、生活環
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境及び産業や経済等の発展・向上を目指し

て、お互いの知恵やノウハウを交換する形で

の交流活動に転換するべきものだと私は思い

ます。したがいまして、本市の姉妹都市交流

が、従来のような一過性的な交流にとどまっ

ていることを突破しなければなりません。 

 今、姉妹都市交流は、地域の知恵と実効を

上げるための地道な努力が問われておりま

す。この使命を打ち破ることによって、はじ

めて新しいウエナッチ市との交流の展望も必

ずや開けるものと信じております。 

 そこで、今後の姉妹都市交流のより活発化

を図るため、総合的なアプローチをどのよう

に取り組んでまいるのか、答弁を求めるもの

であります。 

 最後に、国際交流と人材育成の整備につい

てお尋ねをいたします。 

 我が国のこれまでの国際化は、日本人が外

国に出ていく輸出型でありました。現在は、

経済活動に伴い、人・物・金・情報に関し

て、流入超過となってきて、経済享受に対し

て、相互理解の面では受け身の状態になって

きているところであります。 

 なぜならば、既に我が国の経済が欧米先進

国並みまで成長した現在、人材や企業、そし

て資本などの流入が顕著となってきているか

らであります。 

 注目すべき点は、外国企業が日本の市場や

技術、そして労働力の拠点づくりを目指して

きています。地方の時代と言われる近年、日

本の国際化は、地域からのウエートを確実に

高めてきております。つまり、地方の時代は

地方の国際化の時代でもあると言われており

ます。 

 これらの大きな流れを捉えて、本市も国際

化を促進していくことが大きな課題でありま

す。そのためには、まず、人材育成の基盤整

備が重要であります。 

 しかし、当市が目指す国際交流型学園都市

構想の国際高等教育機関の設置事業が遅々と

して進んでおりません。地方の時代を実りあ

るものにするには、政府や中央の力をかりな

いで、本市の特性を生かした産業や学術を高

め、国際情勢の変化に対応できる人材育成の

ためにも、国際高等教育機関の設置が、必ず

や経済と文化がバランスのとれた形で進展

し、世界の平和と繁栄に貢献することが期待

できます。 

 本市は、この設置に向け、県に重点要望し

てきてはいるが、いまだに見通しが立ってい

ないのが実情であります。そこで、今後の本

市のこの取り組みについて答弁を求めるもの

であります。 

 時間が参りました。ありがとうございまし

た。 

○副議長（堀 光雄君） ただいまの１６番

山本弥一議員の質問に対する当局の答弁を求

めます。 

 市長。 

○市長（種市一正君） ただいまの山本議員

御質問の行政問題であります国際交流推進の

取り組みについての第１点目と第２点目につ

いては私から、その他につきましては担当部

長からお答えをさせますので、御了承願いた

いと存じます。 

 まず、第１点目の姉妹都市交流事業につい

てお答えをいたします。 

 このたびの三沢市姉妹都市友好親善使節団

の団長として、総勢２２名の構成で姉妹都市

を訪問してまいったわけであります。 

 今回は、例年実施しております中学生の

ホームステイ事業に加えまして、一般公募に

よるホームステイも実施し、現地では日本文

化の紹介として、餅つきを披露いたしまし

た。 

 また、さらに、２年前に高校生で大使とし

て姉妹都市派遣事業に参加され、ことしの

春、三沢高校を卒業し、ウエナッチバレー大

学に留学を果たした学生さんにもお会いする

ことができまして、まさにグローバル人材育

成の必要性を肌で感じたところであります。 

 さて、今回の派遣では、長年にわたる交流

について、ウエナッチバレー両市長と踏み込

んだ形で話し合いの場を持つことができまし
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た。その中では、互いに無理のない形で交流

を続けるべく、現在抱えている課題について

も言及したところであります。 

 特に、以前から課題として挙げられており

ました年２回の派遣については、受け入れ側

も派遣する側も負担が大きいとの観点から、

今後は年１回での交流を基本に、引き続き友

好を深めていこうと合意したところでありま

す。 

 これからも時代のニーズに合わせた変化に

対応し、より効果的な交流を実施するよう心

がけてまいる所存であります。 

 次に、第２点目、ウェナッチバレーとの交

流事業の進化と課題についてであります。 

 このたびの訪問では、経済団体の方々にも

お会いすることができました。その席上、三

沢市とは、今後ぜひとも経済的な面で交流を

図りたいとの声が聞かれました。この件につ

きましては、私も同様の意見を持っておりま

して、ぜひともそういうふうにしたいと願っ

ております。 

 今後は、当市とウェナッチバレーがまさに

共同して、お互いに必要とするものを調査し

ながら、これまで培ってきた人材交流をもと

に、議員おっしゃるようなワインを含めたい

ろいろな可能性を模索していきたいと考えて

おります。 

 本年８月には、ウェナッチバレー両市長も

見えられます。当市の特産物の紹介や、商工

関係者との交流の場を持つなど、これからの

姉妹都市交流がより充実し、また、開かれた

ものとなりますように努力してまいる所存で

あります。 

 私からは、以上であります。 

○副議長（堀 光雄君） 政策財政部長。 

○政策財政部長（中西敬悦君） 行政問題の

第３点目、国際的な人材育成の御質問にお答

えいたします。 

 当市では、平成１３年度から、当市の地域

特性を生かした国際系４年制大学の設置を青

森県に対して要望してまいりましたが、県で

は、少子化などの影響による厳しい大学経営

の現状では、新たな県立の高等教育機関の設

置は極めて困難であるとのことであります。 

 また、市では、平成２１年度から２２年度

にかけて、１学年３０名、総定員６０名程度

の英語科１学科による市立外国語専門学校の

設置を検討したところでありますが、県内の

高校生を対象に行ったアンケート調査の結果

や、学校経営上のさまざまな課題、また、近

年の社会情勢から判断いたしますと、将来の

学校経営は非常に厳しいものと予想されま

す。このため、市といたしましては、市立外

国語専門学校の設置につきましては、現時点

では慎重に検討すべきものと考えておりま

す。 

 しかしながら、本年１月から政府が設置、

開催している教育再生実行会議による提言書

でも指摘されておりますように、グローバル

社会への対応、とりわけ世界共通語としての

英語力の向上や、国際的素養を身につけた人

材の育成は、国及び地方を挙げて取り組むべ

き課題であると認識しております。 

 このようなことから、本県においてグロー

バルな視野で活躍できる人材育成を図るた

め、市では、本年度及び来年度の２カ年にわ

たり、県内の大学生及び社会人を対象とする

グローバル人材養成セミナーを、県との共催

により開催することとしております。 

 また、本県の英語教育をさらに発展させる

ため、英語教育にかかわる教員の学びの場と

して、また、児童・生徒の英語学習成果の実

践の場や、高校生等の海外研修の事前研修の

場として、仮称青森県総合英語研修センター

の設置を、引き続き県に対して要望してまい

りたいと考えております。 

 当市の国際性を生かしたまちづくりは、本

年度からスタートした三沢市総合振興計画後

期基本計画の重点プランの一つでもあり、市

といたしましては、国際系高等教育機関の設

置については、引き続き長期的な課題として

位置づけ、国際的な人材育成のための施策

を、今後、積極的に進めてまいりたいと考え

ております。 
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 続きまして、次に、政治姿勢問題の第１点

目、基本理念への取り組みについての御質問

にお答えします。 

 本年４月から新たにスタートさせました三

沢市総合振興計画後期基本計画の策定に当

たっては、市民アンケートをはじめ、地域創

造ワークショップ、市内の各種団体や市議会

などから御意見を聞きながら、三沢市総合計

画審議会で検討を重ねてまいりました。 

 さらに、計画の実行段階において、市民と

行政が共通の目標に向かってまちづくりに取

り組むことができるよう、新たに目標値を設

定し、計画を策定したものであります。 

 また、政策形成の根本をなす当計画の策定

に多くの市民の皆さんが直接参加していただ

くことで、住民自治の意識も着実に高まって

きているものと認識しております。 

 御質問の市民参加をどのような形で求め、

実施するかにつきましては、市民の自主性に

よる個性と活力にあふれたまちづくりを推進

するため、今年度、三沢市協働のまちづくり

市民提案事業の補助金を大幅に拡大し、多く

の市民の皆様がまちづくり活動へ参加できる

支援体制に取り組んだところであり、このほ

ど、商店街の空き店舗を利用した、遊べる空

間づくり事業や、当市の魅力掘り起こし事業

など、多種多様な提案をいただいておりま

す。 

 市といたしましては、このような取り組み

を実施していくことで、市民と行政が一体と

なった、いわゆるパートナーとしての強化を

図ることにより、多くの市民の皆様が市政や

まちづくりについて関心を持ち、主体的・自

発的に参加していただくことで、各施策の実

施において、効率的・効果的に推進できるも

のと考えております。 

 いずれにいたしましても、地域に住む個人

や町内会、企業やＮＰＯ、ボランティア団体

などが行政と対等な立場で連携・協力して、

地域課題の解決に取り組むことが重要である

ことから、今後もさまざまな機会を通じて、

市民参加を一層推進し、必要な支援を行いな

がら、市民の皆さんと一緒になって、当市の

基本理念の実現に向けて、力を注いでまいり

たいと考えております。 

 以上でございます。 

○副議長（堀 光雄君） 経済部長。 

○経済部長（大澤裕彦君） 政治姿勢問題の

第２点目、中心市街地活性化基本計画につい

てお答えいたします。 

 御質問の主要地方道三沢十和田線の一方通

行区間の拡幅整備につきましては、昨年の第

２回定例会で答弁しておりますように、三沢

市中心市街地活性化基本計画の取り組み項目

として掲げている事案ではございません。 

 しかしながら、当該路線は、中央商店街へ

誘客を図るための路線としてのみではなく、

当市の中央地区を往来するための重要な路線

であることから、一方通行の解除をはじめ、

当該路線の改良について、関係者や関係機関

との協議を行ってまいりました。その結果、

当該路線に整備されているアーケードの撤去

や電線類地中化等の課題が挙げられており、

現時点では、地元商店会や関係機関との協議

が調っていない状況にあります。 

 今後におきましては、地域住民の意向を確

認するとともに、商工会や地元商店会など、

商業関係団体との協議や、道路を管理する県

道路担当部局及び交通規制等を担当する警察

署交通部局との調整協議を行い、最善の手法

を検討してまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○副議長（堀 光雄君） １６番山本議員。 

○１６番（山本弥一君） 全部納得できない

けれども、時間の関係で１時間というのもあ

るので、２点にわたって再質問させていただ

きます。 

 まずはじめに、政治姿勢問題の後期三沢市

総合振興計画の取り組みについてでありま

す。 

 市長は、この実現に向け、市民参画と協働

をキーワードに、いわゆる市民参加のまちづ

くりにスピード感を持って全力で取り組むと

強調されております。実施に当たって、行政
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が主導権を握って市民に押しつけるという今

までの態度ではなく、市民の意思を尊重し、

参加を求め、行政効果を高めることが、私は

市長に課された大きな使命だと思っておりま

す。 

 本来の市民参加の行政を目指す場合、執行

の形成における市民参加が伴ってこそ、その

成果が上がります。まちづくりは、単に一つ

の部分だけではなく、総合的に考え、各部門

が一つの目標に向かって、つまり基本理念に

向かって、住民も行政も力を合わせていく、

そこに湧き出る大きなエネルギーの結晶でな

ければなりません。 

 計画の実行において、市長は、執行過程で

こそ市民参加を図っていくべきであります。

その取り組みを考え、道を切り開くことを市

民も大きな期待を寄せております。 

 これは政治姿勢問題でもありますので、市

長から答弁をいただきたいと思います。 

 次に、中心市街地活性化の計画についてで

あります。 

 私は、この件で何度か一般質問させても

らっておりますけれども、計画がなかった、

終わった。私はそれを問うているのでなく、

あの商店街をどうするのだ。何なの、計画に

乗らなかったから、終わったからと。あれで

いいのでしょうかということで再質問させて

いただきます。 

 今、本市の中心商店街自身が、いかに魅力

あるまちづくりを進めるのか、その自助努力

が問われてきているのは事実であります。消

費者は、生活の利便性、つまり交通や買い

物、そして気軽な娯楽性や流行の機会など、

期待や夢を求め、変化性、刺激性、華やかさ

をはじめ、多様性、選択性、創造性である

と、このことを求めてきております。 

 これら一言一句を加味しながら、魅力ある

商店街づくりを、もう一度原点に立ち返って

明確な方針を示さなければなりません。 

 本市の既存商店街の購買力が低下してきて

おります。人の出入りがめっきり減り、中に

は閉店を余儀なくされた店もあり、商業者の

経営が苦しくなってきております。本市の中

心商店街の復権を図るには、まず、交通の利

便性や安全性の整備を図るべきであります。 

 市民の一部に、思い切りのいい政治を市長

に望む声があります。そのためにも、未整備

の県道三沢十和田線の拡幅に、市長はみずか

ら取り組むべきであると思うが、市長から答

弁いただきたいと思います。 

○副議長（堀 光雄君） 答弁願います。 

 市長。 

○市長（種市一正君） 再質問にお答えをい

たしたいと思います。 

 まず、振興計画の云々というようなことで

お答えをしたいと思いますが、おっしゃるよ

うに、まちづくりは行政から押しつけるもの

ではないというようなことは当然のことだと

思います。だからこそ、「みんなで創る」

云々というようなことで提唱しているわけで

ありまして。ただ、放っておくと、誰も進ん

でやるというのはなかなか難しいわけであり

ます。そこに何かしら手だてをしなければな

らないわけであります。 

 ことしは、部長から答弁されたように、数

値目標を掲げながら、そして予算も、そうい

う提案型の事業等のことを考えながら大きく

予算化もし、さらには、どういうことを考え

ているのか、市民の方々とも膝を交えて話し

合いを進めている段階でもあるわけでありま

すので、そういうことで、ぜひともそういう

奮起を促しながらまちづくりを進めていきた

いと、このように思っているわけでありま

す。 

 それから、商店街のことについては、部長

等から話があると思いますが、いずれにしま

しても、私はあの格好については、途中でや

めた、あの不自然なことは、当然これでいい

とは思っておりませんし、いろいろ商店街の

方から出ている一方通行についても、これま

でも努力をしておりますし、また、努力をし

ていかなければならないと思いますが、いろ

いろ渋滞の問題とかで、さまざま、これは県

警とも話し合いをしなければならないという
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ようなこともありまして、右から左へはいか

ない部分もたくさんあるわけであります。 

 もう一つは、これは私もよく知らなかった

わけでありますが、これまでの経緯というも

のがありまして、例えば一方通行の三沢十和

田線でありますが、昭和２７年８月１８日

に、幅員１０.５メートルで都市計画を決定さ

れたと。その後、昭和２７年１０月３日に

は、この路線を含めた、いわゆる区画を、三

沢第一土地区画整理事業地区として決定をし

まして、昭和３４年度までに区画整理事業を

実施したと。この事業で、都市計画で決定さ

れていた幅員１０.５メートルの道路が整備さ

れ、この区間の道路の整備は完了したと、こ

ういうことで県は認識されているわけであり

ます。 

 したがって、なかなかそれを覆してといい

ますか、別の事業で展開しなければならない

わけでありますので、その難しさも、当然県

とも話があるわけでありますので、議員おっ

しゃるように、思いは一緒でありますけれど

も、難しいということだけは申し上げておき

たいと思います。 

 以上であります。 

○副議長（堀 光雄君） 経済部長。 

○経済部長（大澤裕彦君） 再質問にお答え

します。 

 ただいま市長から答弁ありましたが、土地

区画整理事業終了後、市街地活性化のために

三沢市中心市街地活性化基本計画を策定しま

したけれども、現在のアーケード通りの銀

座・大町地区の賛同が得られず、やむなくこ

の地区を除いて事業を実施することになった

ものであります。 

 市長の答弁にありましたが、新たな計画を

策定するとなれば、現計画が本年１０月まで

となっておりますので、その効果を検証した

り、市民や専門家の意見を聞くなどし、関係

者とも協議しながら慎重な判断をしなければ

ならない。 

 いずれにしても、当該道路は県道でござい

まして、現時点では県から了解は得られてお

りませんが、いろいろな角度から最善の手法

を検討していきたいと考えております。 

 以上でございます。 

○副議長（堀 光雄君） １６番山本議員。

○１６番（山本弥一君） 今の県道三沢十和

田線、どうも聞いていると、難しい、前の都

市計画が終わった、商店街の方の協力が得ら

れなかった、今やっているのは対面通行に向

けた枝葉の分。私が言っているのは幹。 

 アメリカ村構想ですから、あの道路をせっ

かく半分広めて、途中で、今も報告あったよ

うに８２億円もかけているのですよ。あの商

店街に誘客を図ろうと。しかし、いまだその

誘客が思うようにいっていません。これは失

敗ですよ。 

 だけれども、まだ市民は、整備の途中であ

ると言っている。どう見たって途中に見えま

すよ。やめるのですか。難しい難しいって

言ったら、やれないという、そういうことに

聞こえるので。やる気があるのですかどうか

も、市長、事情はわかっているけれども、市

長がここは決断しないと、物事は、部課長は

動けませんよ。もう１回、市長から答弁いた

だきたい。 

○副議長（堀 光雄君） 答弁願います。 

 市長。 

○市長（種市一正君） 再々質問にお答えい

たします。 

 別に断念するとは言っておりません。難し

いということは、右、左にいかないというこ

とであります。 

 金も、例えば八十何億円かかったと言いま

すけれども、全部やると、その倍できかない

わけであります。その財源等の問題もあると

思いますので、十分研究させていただきたい

と思います。 

 以上であります。 

○副議長（堀 光雄君） 以上で、１６番山

本議員の質問を終わります。 

 それでは、一般質問を次に移ります。 

 ４番奥本菜保巳議員の登壇を願います。 

○４番（奥本菜保巳君） 日本共産党奥本菜
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保巳でございます。 

 それでは、一般質問に入ります。 

 まず、第１の質問、基地問題の１点目、航

空機の飛行訓練による騒音被害の現状と対策

について伺います。 

 昼夜を問わず繰り返される飛行訓練による

爆音から、日常の生活に支障が出ているとの

苦情があります。 

 騒音被害の歴史は長く、四川目地区をはじ

めとする移転は、五川目、浜三沢、岡三沢の

一部、砂森、天ヶ森などと続いてきました。

限界を超える爆音被害に耐えかね、先祖代々

の土地から離れることを苦渋の決断としなが

ら、移転を余儀なくされてきました。そこに

住み続けている人たちのコミュニティーを壊

して、米軍機の飛行訓練は繰り返されている

のです。 

 また、騒音被害の大きい７５デシベルを超

える地域では、防音工事の対象となっていま

す。しかし、防音工事をしても効果がないと

いう声もあります。 

 町内を分断された岡三沢地域の方に伺った

ところ、家の一部屋、二部屋の防音工事では

不十分だということをおっしゃっていまし

た。電話で話をしているときに聞き取れなく

なったり、会話にならない。テレビの音が聞

き取れなくなる。高齢者の方は、夜９時の爆

音で寝られないなどということをおっしゃっ

ていました。 

 そこで、伺います。当市における騒音被害

の苦情件数、その現状と問題点をどのように

把握しているのか、また、その対策をどのよ

うに講じるおつもりなのか、伺います。 

 次に、基地問題の２点目、基地機能強化に

対する当市の対応について伺います。 

 昨年からオスプレイの三沢基地使用の可能

性、自衛隊機としてＦ－３５戦闘機の三沢基

地配備、先日の三沢基地のスティーブン・

ウィリアムス司令官の会見による、最新鋭無

人偵察機グローバルホークの来年夏一時派遣

の可能性をにおわす発言など、三沢市に影響

を及ぼす報道が相次いでいます。これは看過

できない事態だと思っております。 

 オスプレイに関しては、この夏、米海兵隊

は沖縄普天間基地にさらに１２機追加配備す

る計画となっています。岩国を拠点として、

飛行訓練が全国で行われることになり、無

論、三沢基地使用の可能性は高くなります。 

 私が沖縄の嘉手納町での視察で、担当課の

課長さんが、米軍は危険な飛行はしないと

言っても守らない、何度もだまされてきたと

おっしゃっていました。よって、ウィリアム

ス司令官によります、三沢使用の予定はない

という発言をうのみにすることはできませ

ん。 

 また、最新鋭ステルス戦闘機Ｆ－３５につ

いても、自衛隊機として導入予定ですが、性

能が劣るソフトを搭載したものを購入するこ

とになります。なぜ未完成にもかかわらず、

高額なＦ－３５の導入を急ぐのか理解できま

せん。 

 最新鋭無人偵察機グローバルホークについ

ては、イラク戦争で使用され、日本でも安倍

内閣が２０１５年度までに導入を検討してい

るとの見方もあります。 

 このようなＦ－３５配備や、最新鋭無人偵

察機グローバルホークの一時配備は、北朝鮮

や中国に対抗したものと推察されます。北朝

鮮の挑発的な行為や尖閣問題による中国への

牽制のためとも言われています。 

 しかし、三沢基地に配備となれば、相手側

からすれば、三沢基地を標的にします。過去

にも、北朝鮮から三沢基地への攻撃もあり得

ると脅しがありました。まずは、何よりも、

繰り返される北朝鮮の挑発的な行為や、ミサ

イル発射、核開発はやめさせなければなりま

せん。 

 また、中国に対しても、尖閣諸島は日本の

領土であり、中国の領海侵犯や領空侵犯も許

されることではありません。 

 しかし、どちらの問題も、軍備を増強し、

相手を威嚇すれば解決できるという問題では

ありません。双方の緊張を高めるだけで、大

変危険な戦略です。そして、それに三沢市が
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巻き込まれることは絶対に避けなければなら

ないと思います。 

 アメリカも中国も、経済では強く結びつい

ています。私は、本当に戦争をしたいと思っ

ている国はないと思っています。だからこ

そ、アメリカと中国は戦争をしないように外

交努力を重ねていますし、外交のパイプをつ

ないでいます。 

 さまざまな国家間の紛争や諸問題で軍事力

で破壊し、事をおさめようとするのではな

く、話し合いによる外交努力で、根気強く解

決へとつなげる国際法で解決するように努力

することが、２１世紀を生きる大人の選択で

はないでしょうか。 

 国を守るためと言ってさまざまな軍備を増

強しても、相手国を刺激するだけで、さらな

る軍備の増強をさせることになり、緊張を高

めることになります。そのために国の財政ま

で圧迫させる軍備増強は、軍拡競争に歯どめ

がかからず、国の財政を圧迫させていくだけ

です。 

 そのため、アメリカでも国防費の削減に追

い込まれています。人殺しのために血税を使

うのではなく、人助けのために使うべきで

す。 

 このような観点に基づき、私は、三沢基地

がさらなる基地機能強化につながる配備に大

変危機感を募らせております。何より三沢市

民にとっては、基地に起因する騒音被害、軍

用機の墜落事故の危険性が高まることになり

ます。これまでの軍用機の代替機だからよい

では済まされません。基地被害の負担が大き

くなるのです。 

 青森県としても当市としても、現状を超え

る基地機能強化は容認できないとする立場で

あり、今回の配備が実行されれば、基地機能

強化とみなされることから、受け入れるべき

ではないと思います。当市の見解を伺いま

す。 

 次に、第２の質問、就学援助体制について

伺います。 

 最近、社会問題となっている子供の貧困に

ついて、三沢市の現状が気になりました。以

前から、ひとり親世帯の方々から、子供教育

費に苦労している話は伺っていました。 

 準要保護就学援助により、学用品費や給食

費などの援助は受けているものの、そのほか

にＰＴＡ会費や部活動に係る運動着、運動

靴。成長期のため、すぐに買いかえなければ

ならず、スポーツシューズは高いので大変だ

というお話をしていました。遠征費もかか

る、参考書も購入しなければならない、子育

てには本当にお金がかかる。就学援助はあり

がたいが、それだけでは、子供に十分満足の

いく学校生活を送らせてあげられないという

ことも言っていました。 

 子供は国の宝と言う方がいましたが、優秀

な人材育成、いわゆる社会に役立つ人間育成

は国益につながります。全ての子供にとっ

て、教育は、親の経済状況、社会的立場にか

かわらず、ひとしく受ける権利があると思い

ます。我が国では、最低限の教育と就学援助

はあるものの、十分とは言い切れません。 

 また、子供の世界でも格差が広がっている

のではないでしょうか。高級な製品を持ち、

家族旅行は海外旅行、学校の成績だけを重視

し、それだけで人を評価し、競争に勝つこと

だけを人生の目標にする。全て自己責任論で

片づける。そんな価値観が子供の世界でも蔓

延しているような気がしています。 

 それに違和感を持ち、ついていけない子供

たちがそこから排除されて、そのまま社会の

荒波に押し出され、はい上がることができな

くなり、貧困の連鎖を引き起こしているので

はないでしょうか。 

 三沢市としても、しっかりと子供たちの実

態調査を行い、経済面、精神面の下支えが必

要だと思います。 

 そこで、経済面での支援の一つとして、就

学援助制度があります。経済的理由により就

学が困難な児童・生徒の保護者に対し、学用

品費や給食費などの必要な経費の援助を市が

行うという制度があります。 

 小泉政権時代の三位一体改革により、国が
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準要保護に対する補助を打ち切ったため、２

００５年から、市町村の一般財源から全額歳

出されることになりました。 

 そのため、各自治体の財政力や考え方によ

り、援助の支給内容に大きく差が出ていると

いう実態があります。手厚く手当てしている

自治体もあれば、財政上の理由から、給食費

を援助対象から外している自治体もあり、本

来、あってはならない事態が起こっていま

す。 

 そこで、当市における準要保護就学援助体

制について伺います。 

 一つ目として、平成２２年度から現在まで

の準要保護児童・生徒数の申請者数と受給者

数の推移はどのようになっているか。二つ目

として、受給できる要件の内容はどのように

なっているか。三つ目として、就学援助の支

給内容の項目はどのようになっているか。当

市の回答を伺います。 

 次に、第３の質問、若者住宅支援制度につ

いて伺います。 

 昨今の景気低迷、雇用形態の崩壊により、

不安定雇用、低賃金労働が広がり、低所得の

若者や子育て世帯が増加傾向にあります。中

小零細企業も、長引くデフレ不況により、十

分な住宅手当を出せない事業所も多くなって

いるのではないでしょうか。 

 そこで、三沢市として、若い単身者や子育

て世帯を対象に、住宅支援制度を創設しては

どうでしょうか。 

 ちなみに、六戸町や七戸町などで、若者の

定住化を促進するため、六戸町では、若者定

住支援事業として、民間賃貸住宅に入居する

若者夫婦世帯に対しての一部補助をしていま

す。所得制限なし、町内会加入を条件にして

います。七戸町では、ヤングファミリー定住

支援補助金を創設して、４０歳までを対象と

した若者の定住化を促進しています。 

 どちらも２万円を超えた部分の家賃を補助

するものとし、限度額は２万円とするとあり

ます。若者の定住化を目的としております。 

 三沢市としては、若者の他の市町村への流

出対策として、若者への生活支援、民間賃貸

住宅の空き家対策にもつなげ、ひいては、町

内会加入を促進させることもできます。おい

らせ町や六戸町への若者の流出に歯どめかけ

ることもできます。若者が三沢市に住むこと

によって、税収や消費を高めることにもなり

ます。 

 最近では、仕事は三沢市で、住むのは周辺

の町村というケースも多くなっているのでは

ないでしょうか。 

 このような観点から、若者住宅支援制度の

創設を提案するものです。当市の見解を伺い

ます。 

 以上をもちまして、檀上からの私の一般質

問を終わります。 

○副議長（堀 光雄君） ただいまの４番奥

本菜保巳議員の質問に対する当局の答弁を求

めます。 

 市長。 

○市長（種市一正君） ただいまの奥本議員

御質問の基地問題についての第２点目、現状

を超える米軍基地機能強化に対する三沢市の

対応については私から、そのほかにつきまし

ては副市長及び教育長並びに政策財政部長か

らお答えをさせますので、御了承願いたいと

思います。 

 まず、Ｆ－３５Ａ戦闘機の配備でございま

すが、午前の太田議員の答弁と一部重複しま

すことを御了承いただきたいと思います。 

 Ｆ－３５Ａ戦闘機は、現在、航空自衛隊三

沢基地で試行運用しておりますＦ－２戦闘機

の更新機として、平成２９年以降、三沢基地

から逐次配備することが計画されておりま

す。 

 この更新機の配備につきましては、基地機

能の維持であり、科学技術の進歩、さらには

世界情勢の変化に伴う自然な流れの中であ

り、やむを得ないと受けとめております。 

 次に、ＭＶ－２２オスプレイの三沢基地使

用及び無人偵察機グローバルホークの一時派

遣の報道につきましては、三沢防衛事務所に

確認をしたところ、現時点で、三沢基地の使
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用や、一時派遣に関する詳しい情報はないと

のことでございました。 

 このようなことから、現段階で、三沢基地

が使用されるか否かは極めて不透明な状況で

ありまして、市といたしましては、今後の状

況等を注視してまいりたいと、このように

思っております。 

 いずれにいたしましても、不安定な国際情

勢の中にあって、国と国との合意によって、

あるいは国の防衛計画に伴う基地機能の変化

については、今後におきましても、市民に与

える影響を第一義に考えるとともに、市議会

の皆様の御意見を踏まえまして、慎重に対応

する必要があると考えております。 

 私からは、以上であります。 

○副議長（堀 光雄君） 政策財政部長。 

○政策財政部長（中西敬悦君） 基地問題の

第１点目、米軍機及び自衛隊機の飛行訓練に

よる騒音被害の現状と対策に関する御質問に

お答えいたします。 

 現在、市では、市内の５地点で常時、航空

機騒音の測定を行っております。騒音測定器

の設置場所といたしましては、基地に近い場

所から、駒沢地区、浜三沢地区、花園町地

区、淋代平地区及び根井地区となっておりま

す。 

 航空機騒音の実態の把握はもちろんのこ

と、国の定める騒音区域と現状との間に乖離

が生じていないか検証することを主な目的と

して設置しております。 

 航空機騒音の測定結果といたしましては、

ここ数年の傾向ではありますが、各地点で、

国が防衛施設周辺の生活環境の整備等に関す

る法律に基づき、第１種区域、第２種区域及

び第３種区域を指定する際に用いる値を著し

く超過するような騒音レベルに達してはいな

いものの、デモフライト等の特別な訓練時に

おいては、国の定める基準値を上回る騒音が

確認されております。 

 また、航空機騒音に対する苦情件数の推移

につきましては、市、三沢防衛事務所及び第

３航空団の三つの機関に寄せられた苦情の合

計で、平成２２年度が３３１件、平成２３年

度が４５７件、そして平成２４年度が３３７

件となっております。 

 これらの騒音被害に対する市の取り組みに

ついてでありますが、騒音の原因者である国

や米軍に対し、あらゆる機会を捉え、航空機

騒音等の低減について申し入れるとともに、

防衛施設周辺の生活環境の整備等に関する法

律に基づく住宅防音工事をはじめ、同法に基

づく移転措置が円滑に実施されるよう、国に

対し、強く求めてまいったところでありま

す。 

 市といたしましては、国に対し、あらゆる

機会を捉え、騒音状況の数値のみにとらわれ

ることなく、騒音被害の実態やコミュニ

ティーの分断等も考慮した上、移転措置を講

じるよう求めてまいったところであります。 

 また、市と市議会基地対策特別委員会によ

ります三沢基地周辺対策に関する要望におき

ましても、近年、重点要望項目に掲げ、積極

的に取り組んでまいったところであります。 

 いずれにいたしましても、住宅防音工事に

よる騒音軽減対策や移転措置の推進につきま

しては、当市が掲げる基地との共存共栄を推

進する上で重要な課題であると認識しており

ますので、引き続き国に対して、粘り強く求

めてまいりたいと思います。 

 以上でございます。 

○副議長（堀 光雄君） 副市長。 

○副市長（米田光一郎君） 若者住宅支援制

度についての御質問にお答えします。 

 人口減少が著しい都市や、過疎化等の課題

を抱える自治体において、定住促進や活力あ

るまちづくりを進めるための一つの施策とし

て、民間賃貸住宅へ入居する若者世代へ家賃

の一部を補助している自治体もございます。 

 当市は、地域の自然、文化や人材を生かし

たまちづくりを、三沢市総合振興計画のもと

に進めているところでありますが、今後、少

子高齢化の進展が予測される中において、活

力・活気を支える上では、若者や子育て世代

が果たす役割は非常に大きいものがあると考
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えております。 

 このため、今年度、新たにスタートした三

沢市総合振興計画後期基本計画において、

「未来を拓く人づくり」、「人が行き交う街

づくり」、「心安らぐ生活づくり」を重点プ

ランに掲げ、住んでよかったと実感できるま

ちづくりに向け、各種施策を総合的に展開し

ているところでございます。 

 特に、企業誘致を推進し、雇用の場の創出

に努めているほか、当市の特色を生かした小

学生からの英語教育や学校教育施設の整備な

ど、魅力ある教育環境の充実に努め、子育て

世帯への定住化に向けた施策に取り組んでい

るところでございます。 

 したがいまして、これらの施策を着実に推

し進めていくことが、当市の魅力を高め、全

ての市民の皆さんがふるさとに愛着と誇りを

持って住み続けたいと思えるような地域社会

が実現するものと考えております。 

 このことから、議員さん御質問の若者や子

育て世帯に対する家賃補助の金銭的支援につ

いては、選択肢の一つではありますが、現時

点ではなかなか難しいものと考えているとこ

ろでございます。 

 いずれにいたしましても、定住人口の確保

は、当市における重要課題であると認識して

おりますことから、総合的な定住化施策の展

開を図ってまいりたいと考えております。 

○副議長（堀 光雄君） 教育長。 

○教育長（吉田 健君） 就学援助体制につ

いてお答えいたします。 

 御質問の第１点目、平成２２年度からの準

要保護児童・生徒の認定者数の推移について

は、平成２２年度は、申請件数６６０名に対

し、認定者数６５０名、平成２３年度は、申

請件数６７０名に対し、認定者数は６５１

名、平成２４年度は、申請件数６８２名に対

し、認定者数は６５４名となっております。 

 次に、御質問の第２点目、準要保護就学援

助の対象となる要件についてお答えいたしま

す。 

 就学援助については、学校教育法第１９条

に、経済的理由によって、就学困難と認めら

れる児童または生徒の保護者の対して、市町

村は必要な援助を与えなければならないとさ

れており、当市としては、三沢市要保護・準

要保護児童生徒援助費支給要綱で認定要件を

定め、援助を行っております。 

 認定に当たっては、要件に基づき、申請世

帯の総所得や課税状況、また、世帯人数等に

おける需要額などを算出し、生計の状況を総

合的に判断した上で行っております。 

 御質問の第３点目、援助の支給内容につい

ては、学用品費、新入学児童・生徒学用品費

等、修学旅行費、学校給食となっておりま

す。 

 学用品費については、毎年定められた金額

を支給しています。新入学児童・生徒学用品

費等については、新入学の準備費として定め

られた金額を支給しています。 

 また、修学旅行費及び学校給食費について

は、実費分を支給しております。 

 以上でございます。 

○副議長（堀 光雄君） ４番奥本議員。 

○４番（奥本菜保巳君） それでは、再質問

させていただきます。 

 まず、基地問題ですけれども、私は今、先

ほど一般質問しました内容から見ても、基地

の強化につながることだというふうに私は

思っています。 

 それで、Ｆ－２の更新機だから強化にはつ

ながらないというふうな発言だったと思いま

すけれども、負担が大きくなります。 

 このＦ－３５というのは、いろいろと今、

開発おくれ、それから価格高騰、今、国が１

０２億円で契約を２機しているのですが、そ

れが１８９億円にもどんどん膨れ上がってい

る状況がある。そして、維持費、Ｆ－１５よ

り６０％高くなる。莫大なお金がかかるわけ

です。 

 これは、国の財政から見ても大変負担が大

きくなるもので、簡単に受け入れるものでは

ないのです。そのツケというのは、やはり地

方交付金に削減、社会保障削減、そういうこ
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とに影響が及ぼされるわけです。 

 ですから、三沢市の住民の基地負担が重く

なるということも加えながら、やはり財政上

の問題もあって、私はこういうことを受け入

れるべきではないというふうに考えておりま

す。 

 そこで、先ほど、やむ得ないというふうに

市長がおっしゃっておりましたけれども、環

境影響評価というものが大事になってくるわ

けです。どのぐらいの騒音被害が出てくるの

か、三沢市にとってどういうふうな状態にな

るのかというところをしっかり精査して、そ

れを住民にきちんと報告する場をつくらなけ

ればならないと思います。それについては、

どういうふうに対応して、そういうお考えを

示されているのか、そのことをお伺いしたい

と思います。 

 次に、就学援助体制についての再質問にな

ります。 

 この制度は、運用主体が各市町村になって

おります。そして、財政難ということで、準

要保護の世帯に対して、支援のメニューを減

らしている自治体というのも、まず全国的に

見るとあるのですが、三沢市の場合は、２０

０５年の小泉三位一体改革のときにも減らさ

ず、ずっと今は維持しているわけです。それ

は一定の評価があると思います。 

 そうした中にあって、８月１日から生活保

護の基準が見直されることになりました。保

護費が８月１日から削減されるのですけれど

も、それにあわせて、これまで生活保護を基

準としてきたさまざまな制度にも影響が出る

というふうに言われています。児童手当とか

保育料などがあるのですが、その中で、就学

援助体制についても影響は出ます。 

 教育委員会のほうから保護者のほうに、こ

ういうふうな就学援助制度の御案内というの

を全保護者にお配りしているというふうに聞

いております。この中に、所得額が生活保護

基準に満たない方というふうなことが認定要

件の中に入っているわけです。ですから、こ

の部分からも影響は出ると。 

 これは、今こういう御時世ですから大変で

す。アベノミクスと言っていますけれども、

地方までは給料も上がっていませんし、こう

いう状態の中で、やはり削るというのはよく

ないと思うのです。 

 その点で、生活保護の基準が見直されるこ

とによって、三沢市としてどのように対応す

るのか。私は、しっかりと今の子供さんの実

態を調査して、絶対削ってはいけないと思い

ます。それについての御答弁をお願いしま

す。 

 次に、若者定住支援制度についてなのです

けれども、本来、低所得者に対しては、市営

住宅という入居の方法があるわけなのです。

これは、今まで単身の場合は６５歳以上、障

害者というふうに、限定された方々だけが入

居できるというふうになっています。しか

し、今年度から若い単身者でも申し込みはで

きるのです。 

 ところが、今の実態、三沢市の市営住宅を

見ると、たくさんあるのですが、とても住め

るような状態ではないところがあります。本

来であれば、そこをしっかりと修理・修繕し

て、そういう困っている方たちを入れるとい

うのが、本来あるべき姿だと思います。 

 ところが、それをやるよりも、今あいてい

る住宅というのは、民間の住宅というのはた

くさんあるわけです。そこに希望者を募って

入っていただく。それによって、経済の活性

化にもつながります。 

 また、今、私の知り合いでも、六戸のほう

に若い方が部屋を、家賃の補助があるという

ことで出ている方もいます。その方は、とう

とう六戸で家も建てました。 

 そういうふうに、いろいろ内容を、国際文

化都市というふうな項目で、さまざま魅力あ

るまちづくりをしたとしても、やはりそうい

う部分で出ていってしまうのです。そういう

ところもしっかりと見据えて判断するべきだ

と思います。 

 財源なのですけれども、今、元気臨時交付

金という国からの交付金がありまして、県が
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それを１次配分、三沢市は１億２,６００万円

あります。これは、どの事業にどれだけ充当

するかというのは、各自治体の判断になって

いるのですけれども、ハード面に限られてい

ます。それを、従来、今まで単費でやってい

た事業のほうに充てて、浮いた分を自由に使

うという方法もとれるわけです。 

 そういうふうにして財源をつくり出すとい

うような工夫も絶対に必要だというふうに、

知恵を使って、どうしたらできるかというふ

うなことで考えていくべきだと思いますが、

それについて答弁をお願いします。 

○副議長（堀 光雄君） 答弁願います。 

 政策財政部長。 

○政策財政部長（中西敬悦君） 先ほどのＦ

－３５の配備に反対されていらっしゃる御意

見、それに対する市民の負担がふえる、それ

から、騒音関係の再質問にお答えしたいと思

います。 

 まず、機体の金額がＦ－１５など、ほかの

戦闘機よりも高いということで、その負担に

ついて、最終的に三沢市民が被害をこうむる

というような御意見、最初に、冒頭おっ

しゃったと思うのですが、まず、それにつき

ましては、国家予算で何にどうこう、国防の

ための予算が使われるかということに対し

て、私どもでちょっと意見を申し上げること

は適当ではないし、無意味かなと思いますの

で、その御意見につきましては、省略させて

いただきます。 

 あと、Ｆ－３５の騒音につきましてです

が、これは従来といいますか、以前、いろい

ろな団体様方にＦ－３５配備に対する説明会

を行っておりまして、そのときのデータから

判断いたしますと、推力は確かにアフター

バーナー不使用、使わない場合ですが、その

場合で３割前後でしょうか、推力が大きいわ

けです。推力が大きいということは、恐らく

ある程度音は大きくなるでしょうということ

は想定されます。これは、住民の方々の説明

会でもお話しされているようです。 

 そのときの説明会の中身と重複いたします

が、Ｆ－３５に対するカタログデータ的な数

字しか持ち合わせておりません。防衛省さん

のほうでは、当然、配備に伴いまして、騒音

の程度がどうなっているかという変化は、当

然、これは測定なさっていく予定になってい

るはずですし、私どももそれについては、

さっきお話しさせていただきましたが、自前

の騒音測定器がありますので、そちらで

チェックさせていただくと。 

 その結果によって、必要で最適な防音対策

といいますか、そういったものは、当然、国

に強く求めてまいっていきたいと思います

し、住民の方々への被害はふえないように全

力で努力してまいりたいと思っております。 

 以上でございます。 

○副議長（堀 光雄君） 副市長。 

○副市長（米田光一郎君） 若者定住支援制

度に関する再質問にお答え申し上げます。 

 先ほど、財源の捻出方法についての御提案

がございましたが、定住化のためによい事業

であれば、鋭意財源を探したいと考えており

ます。 

 以上でございます。 

○副議長（堀 光雄君） 教育長。 

○教育長（吉田 健君） 再質問にお答えし

ます。 

 現在、国が進めております生活扶助基準の

見直しに伴って、今年５月２９日に文部科学

省及び県教育委員会より、就学援助制度に生

ずる影響についての通知があり、各自治体に

おいて適切に判断、対応するよう周知依頼が

ありました。 

 当教育委員会においても、この生活扶助基

準見直し後の準要保護認定につきましては、

児童・生徒の教育を受ける機会が妨げられる

ことのないよう、現状を維持しつつ、制度の

趣旨や目的、実態を十分考慮しながら対応し

てまいりたいと思います。 

 以上でございます。 

○副議長（堀 光雄君） 以上で、４番奥本

菜保巳議員の質問を終わります。 

───────────────── 
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○副議長（堀 光雄君） 本日は、これを

もって散会いたします。 

 なお、明日も引き続き、一般質問を行いま

す。 

午後 ２時３９分 散会   

 


